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2 男女共同参画の現状
（1）男女共同参画に関する意識

男女共同参画社会の形成の状況

1 男女共同参画社会とは

男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会
のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済
的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」です。

（男女共同参画社会基本法第2条）

（備考）
内閣府「男女共同参画社会に関する世論
調査」（平成16年11月）より作成。

社会全体で見た場合、男女の
地位について約74.0％が「男
性の方が優遇されている」と
考えています。

諸外国では、「賛成」、「どちらかといえば賛成」とする割合は低く、特にスウェーデンで顕著です。これに対し、日本で
は賛成する割合が高くなっています。

（備考）日本のデータは内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成16年11月）、その他のデータは「男女共同参画社会に関する国際比較調査」（平成
15年6月）により作成。

Ⅰ 

社会全体における男女の地位の平等感

固定的役割分担意識〈国際比較〉（夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである）
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固定的性別役割分担意識〈経年比較〉（夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである）

一般的に女性が職業を持つことに対する意識変化

昭和54年調査では賛成の割合が7割を超えていましたが、平成16年調査で初めて反対（48.9％）が賛成（45.2％）を
上回りました。しかし、性別ごとに見ると、女性は反対（53.8％）が賛成（41.3％）を上回っているのに対し、男性は
賛成（49.8％）が反対（43.3％）をまだ上回っています。

（備考）内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成16年11月）より作成。

男女ともに女性の就業を肯定的にとらえる意識は着実に増加しており、特に男性では平成4年から「中断なし就業」を
支持する人が急増し、「一時中断型」と合わせると7割以上の男性が女性の就業に肯定的な考え方を持っています。

（備考）内閣府「男女共同参画に関する世論調査」（平成16年11月）等、内閣府世論調査より作成。
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夫婦の生活時間

育児期にある夫婦の育児等の時間の各国比較

男性の家事・育児・介護等の時間は女性と比
べ、非常に短くなっています。そして、共働
き世帯においても家事等は妻が行っており、
女性に家事・育児負担が大きく偏っています。

（備考）総務省「社会生活基本調査」（平成13年）より作成。

国際的に見ても、日本の夫の育児・家事時間は著しく短くなっています。

（備考）1．OECD「Employment  Outlook」（2001年）、総務省「社会生活基本調査」（平成13年）より作成。
2．5歳未満（日本は６歳未満）の子どものいる夫婦の育児、家事労働及び稼得労働時間。
3．妻はフルタイム就業者（日本は有業者）の値、夫は全体の平均値。
4．「家事」は日本以外については「Employment Outlook」（2001年）における「その他の無償労働」。
5．日本については「社会生活基本調査」における「家事」、「介護・看護」及び「買い物」の合計の値であり、日本
以外の「仕事」は「Employment Outlook」（2001年）における「稼得労働」の値。

家事や育児への協力が、女性が重視する結婚相手の

条件となっています。

国立社会保障・人口問題研究所「第12回出生動向

基本調査」によると、女性が結婚相手の条件として重

視する項目として「家事・育児に対する能力や姿勢」

を挙げる人の割合は、前回調査より大きく向上してほ

ぼ6割に達し、最多の「人柄」に次いでいます。

家庭での男女の役割分担の在り方と働き方は相互に

影響を与えるものであり、男性の家事や育児への協力

は、身近で重要な男女共同参画社会実現のための第一

歩でもあります。 （備考）
国立社会保障･人口問題研究所「第12回出生動向基本調査」より作成。
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男女共同参画社会の形成の状況

HDI：人間開発指数（Human Development Index）
「長寿を全うできる健康的な生活」、「教育」及び「人間
らしい生活」という人間開発の3つの側面を簡略化した指
数である。具体的には、平均寿命、教育水準（成人識字率
及び就学率）、調整済み1人当たり国民所得を用いて算出
している。

GEM：ジェンダー・エンパワーメント指数
（Gender Empowerment Measure）
女性が政治及び経済活動に参加し、意思決定に参加でき
るかどうかを測るもの。HDIが人間開発の達成度に焦点を
当てているのに対して、GEMは能力を活用する機会に焦
点を当てている。具体的には、国会議員に占める女性割合、
専門職・技術職に占める女性割合、管理職に占める女性割
合及び男女の推定所得を用いて算出している。

（備考）
1．国連開発計画（UNDP）「人間開発報告書」（2005年）より
作成。

2．HDIは177か国中、GEMは80か国中の順位である。

人間開発に関する指標の国際比較

（2）政策・方針決定過程への女性の参画

我が国は、基本的な人間の能力がどこまで伸びた
かを示すHDIでは177か国中11位ですが、政治
及び経済活動への女性の参画を示すGEMでは80
か国中43位と大きく落ち込んでいます。
我が国は、人間開発の達成度では実績を上げてい
ますが、女性が政治経済活動に参画する機会が十
分でないといえます。

（1）HDI(人間開発指数）（2）GEM（ジェンダー・エンパワーメント指数）

順位 国　　　　名 HDI値 順位 国　　　　名 GEM値

1 ノルウェー 0.963 1 ノルウェー 0.928

2 アイスランド 0.956 2 デンマーク 0.880

3 オーストラリア 0.955 3 スウェーデン 0.857

4 ルクセンブルク 0.949 4 アイスランド 0.834

5 カナダ 0.949 5 フィンランド 0.833

6 スウェーデン 0.949 6 ベルギー 0.828

7 スイス 0.947 7 オーストラリア 0.826

8 アイルランド 0.945 8 オランダ 0.814

9 ベルギー 0.945 9 ドイツ 0.813

10 米国 0.944 10 カナダ 0.807

11 日本 0.943 11 スイス 0.795

12 オランダ 0.943 12 米国 0.793

13 フィンランド 0.941 13 オーストリア 0.779

14 デンマーク 0.941 14 ニュージーランド 0.769

15 英国 0.939 15 スペイン 0.745

16 フランス 0.938 16 アイルランド 0.724

17 オーストリア 0.936 17 バハマ 0.719

18 イタリア 0.934 18 英国 0.716

19 ニュージーランド 0.933 19 コスタリカ 0.668

20 ドイツ 0.930 20 アルゼンチン 0.665

21 スペイン 0.928 21 ポルトガル 0.656

22 香港（中国） 0.916 22 シンガポール 0.654

23 イスラエル 0.915 23 トリニダード・トバゴ 0.650

24 ギリシャ 0.912 24 イスラエル 0.622

25 シンガポール 0.907 25 バルバドス 0.615

26 スロベニア 0.904 26 リトアニア 0.614

27 ポルトガル 0.904 27 ポーランド 0.612

28 韓国 0.901 28 ラトビア 0.606

29 キプロス 0.891 29 ブルガリア 0.604

30 バルバドス 0.878 30 スロベニア 0.603

31 チェコ共和国 0.874 31 ナミビア 0.603

32 マルタ 0.867 32 クロアチア 0.599

33 ブルネイ 0.860 33 スロバキア 0.597

34 アルゼンチン 0.863 34 チェコ共和国 0.595

35 ハンガリー 0.862 35 エストニア 0.595

36 ポーランド 0.858 36 ギリシャ 0.594

37 チリ 0.854 37 イタリア 0.589

38 エストニア 0.853 38 メキシコ 0.583

39 リトアニア 0.852 39 キプロス 0.571

40 カタール 0.849 40 パナマ 0.563

41 アラブ首長国連邦 0.849 41 マケドニア 0.555

42 スロバキア 0.849 42 タンザニア 0.538

43 バーレン 0.846 43 日本 0.534

44 クウェート 0.844 44 ハンガリー 0.528

45 クロアチア 0.841 45 ドミニカ共和国 0.527



6

（備考）
1．アメリカ雇用機会均等委員会“Annual Report on the Employment
of Minorities, Women and People with Disabilities in the Federal
Government”，フランス公務員・国家改革・地方分権省「年次報
告書」、ドイツ「連邦勤務における女性の地位向上における連邦政
府の第四次報告」、人事院「一般職の国家公務員の任用状況調査報
告」、ILO“Yearbook of Labour Statistics 2004”、総務省「労働力
調査」より作成。

2．「国家公務員管理職」について、ドイツは1998年、日本は2004年、
それ以外は2001年のデータを使用。「管理的職業従事者」につい
て、日本は2004年、それ以外は2002年のデータを使用。

（備考）
国税庁「民間給与実態統計調査」（平成15年度）よ
り作成。

学校種類別進学率の推移

給与階級別給与所得者の構成割合

管理職に占める女性の割合

女性の高等教育機関への進学率は、増
加傾向にあります。特に、女性の大学
院進学率は、7.1％と過去最高になって
います。

（備考）
1．文部科学省「学校基本調査」より作成。
2．高等学校等；中学校卒業者及び中等教育学校前
期課程修了者のうち、高等学校等の本科・別科、
高等専門学校に進学した者の占める比率。ただ
し、進学者には、高等学校の通信制課程（本科）
への進学者を含まない。

3．大学（学部）、短期大学（本科）；浪人を含む。
大学学部または短期大学本科入学者数（浪人を
含む。）を３年前の中学校卒業者数及び中等教育
学校前期課程修了者数で除した比率。ただし、
入学者には、大学または短期大学の通信制への
入学者を含まない。

4．大学院；大学学部卒業者のうち、直ちに大学院
に進学した者の比率（医学部、歯学部は博士課
程への進学者）。

1年間を通じて勤務した給与所得者を給
与階級別に見ると、女性では、300万円
以下が65.1％、男性は18.7％と大きな
開きがあります。

欧米諸国に比べて、我が国の女性の管理職比率は、著
しく低い水準にとどまっています。
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アメリカ 45.9％ 23.1％

フランス ── 19.3

ドイツ 34.5 9.5

スウェーデン 30.5 ──

日本 10.1 1.5

（注）国により測定方法は異なる。
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男女共同参画社会の形成の状況

女性の就業希望率（H16） 

女性の潜在的労働力率（H16） 

男性労働力率（H16） 
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★女性の就業希望者数の合計は390万人です。 

女性の年齢階級別潜在的労働力率

国　際　比　較

（3）就業の分野における男女共同参画

女性の労働力率は、結婚、出産、子育て期に
低下しM字型になりますが、女性の潜在的労
働力率を見るとM字のくぼみは小さくなって
おり、就業希望はあるが実現できていないと
いう状況が読み取れます。
しかし、平成16年は平成7年に比べると、M
字カーブの底が上昇しており、台形に近づい
ています。この変化は、女性の晩婚・晩産化
による子育て年齢の上昇や、少子化による子
育て期間の短縮などによるものと考えられま
す。

（備考）
1．潜在的労働力率は、労働力人口に就業希望者を足したも
のを、15歳以上人口で割り、100をかけた値である。

2．総務省「労働力調査詳細結果」より作成。

アメリカ、ドイツ、スウェーデンでは、年齢
階級別労働力率にM字のくぼみが見られませ
ん。これに対し、日本は韓国と同様、M字型
がはっきり見て取れます。
欧米諸国において逆U字カーブを示している
要因としては、仕事と子育ての両立支援策の
充実等女性が働きやすい環境条件の整備、一
般的にフルタイム労働とパートタイム労働の
転換が可能であることや女性の高学歴化の進
展等が考えられます。

（備考）
1．「労働力率」…15歳以上人口に占める労働力人口（就
業者＋完全失業者）の割合

2．アメリカ、スウェーデンの「15～19歳」は16～19歳
3．アメリカ、日本、ドイツは、ILO”Yearbook of Labour
Statistics 2002”より作成。

0

20

40

60

80

100
（％） 

15
〜
19
歳 

20
〜
24
歳 

25
〜
29
歳 

30
〜
34
歳 

35
〜
39
歳 

40
〜
44
歳 

45
〜
49
歳 

50
〜
54
歳 

55
〜
59
歳 

60
〜
64
歳 

65
歳
以
上 

アメリカ 

（参考）日本男性 

韓国 

ドイツ 

スウェーデン 
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（備考）
総務省「就業構造基本調査」平成14年

正社員 

パート・アルバイト 

嘱託などその他 
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女性の雇用形態の内訳別年齢階級別雇用者割合

子育て期にあたる30代で低い有
業率が回復する40代では、正社
員の割合よりパート、アルバイ
トの割合が高くなっていること
から、女性の再就職においては、
正社員の割合に比べてパート、
アルバイトの割合が高くなって
いることがわかります。

（備考）昭和60年から平成13年は、総務省「労働力調査特別調査」（各年2月）より、16年は「労働力調査年報（詳細結果）」より作成。

68.128.43.5

64.132.53.4

61.934.53.7

61.035.33.7

57.338.93.8

52.342.75.0

48.4

92.8

91.4

91.1

91.2

89.7

87.5

83.840.4

3.2

4.6

5.0

5.2

6.6

8.9

8.311.2

4.0

4.0

3.8

3.6

3.7

3.6

8.0

女
　
　
性 

男
　
　
性 

正規の職員・従業員 パート・アルバイト その他（労働者派遣事業者の派遣社員、契約社員・嘱託、その他） 

昭和60年 

平成元年 

平成  4年 

平成  7年 

平成10年 

平成13年 

平成16年 

0 20 40 60 80 100100 80 60 40 20 0
（％） （％） 

雇用形態にみた役員を除く雇用者（非農林業）の構成割合の推移

（備考）1．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。
2．男性一般労働者の1時間当たり平均所定内給与額を100として、各区分の1時間当たりの平均所
定内給与額の水準を算出したものである。

40
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55

60

65

70

平成元年 3 5 7 9 11 13 15 16（年） 

男性一般労働者を100とした場合の 

　　　　女性一般労働者の給与水準 

　　　　男性パートタイム労働者の給与水準 

　　　　女性パートタイム労働者の給与水準 

60.6 60.6 61.0
62.2 62.3 62.7 63.2 63.5 63.9

64.7 65.4
66.3 66.1

67.8 67.6
68.8

57.4 57.8 58.3 58.1 

54.9
54.2

55.3
54.2

51.7 51.9
50.8 51.2 50.7

48.9
49.8 50.6

42.9 43.6 43.8 44.6
43.7 44.3 44.5 44.0 43.4

44.3 44.0 44.3 43.9 44.0 44.5 45.2

労働者の1時間当たり平均所定内給与格差の推移（男性一般労働者＝100）

男性一般労働者の男女のパート
タイム労働者の給与格差につい
てみると、平成16年では、男性
一般労働者の給与水準を100と
した時、男性パートタイム労働
者は50.6％、女性パートタイム
労働者は45.2％と格差は大きく、
非常に低い水準にとどまってい
る。

雇用者の雇用形態別構成の推移を見ると、近年非正規労働者の割合が上昇しており、特に女性は、昭和60年の31.9％
から平成16年には51.6％まで上昇して半数を超えており、非正規化が急速に進んでいます。
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男女共同参画社会の形成の状況

（備考）1．文部科学省科学技術政策研究所資料（NISTEP REPORT No.86）及び「科学技術指標（2004年版）」より作成（日本及びアメリカは除く）。
アイスランドは平成14年（2002年）、ドイツ・フランス・アイルランド・イタリア・ポーランド・スイス・イギリスは平成12年（2000
年）、ギリシア・ポルトガルは平成11年（1999年）オーストリアは平成10年（1998年）、そのほかの国は平成13年（2001年）時点。

2．日本の数値は、総務省「平成17年科学技術研究調査報告」に基づく（平成17年（2005年）3月時点）。
3．アメリカの数値は、国立科学財団（NSF）の「Science and Engineering Indicators 2004」に基づく科学者（scientist）における女性割合
（人文科学の一部及び社会科学を含む）。平成11年（1999年）時点の数値。

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0
（％） 

ラトビア 

リトアニア 

ポルトガル 

ブルガリア 

エストニア 

ルーマニア 

ギリシャ 

ポーランド 
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キプロス 

フィンランド 
ノルウェー 

デンマーク 

イタリア 

フランス 

チェコ 

イギリス 

スロバキア 

スイス 

オーストリア 

ドイツ 

日本 

52.7

47.0

46.6

45.5

43.3

42.8

40.9

38.1

36.8

35.4

34.6

33.0

32.5

29.4

29.3

29.1

28.3

28.0

27.9

27.5

26.8

26.0

24.0

21.2

18.8

15.5

11.9

研究者に占める女性割合の国際比較

将来の科学技術を支える研究者

の量的・質的不足が懸念されてい

る中、女性研究者の更なる活躍が

求められています。研究者の女性

割合は増加傾向にあるものの、国

際的に見ても、我が国の女性研究

者の割合は 11.9 ％となってお

り、フランスの27.5％、イギリ

スの26.0％、ドイツの15.5％

と比べて非常に少ない状況です。

（備考）文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査」より作成。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 100
（％） 

女性 
男性 

自然科学系の女子学生が少なく、また女子
学生の専攻学科に偏りがある（平成14年） 

出産・育児・介護等で研究の継続が難しい
（平成14年） 

出産等で研究の継続が難しい 
（平成9年） 

自然科学系の女子学生が少ない（平成9年） 

女性を採用する受け入れ体制が整備されて
いない（平成14年） 

受け入れ体制が整備されていない（平成9年） 

62.8
44.8

61.1
55.2

23.3
44.0

18.5
55.2

44.2
39.1

56.5
37.6

女性研究者が少ない理由
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出生数及び合計特殊出生率の推移

共働き等世帯数の推移

（4）仕事と子育ての両立

出生数及び合計特殊出生率は
概ね毎年減少傾向にあり、平
成15年には、合計特殊出生率
は1.29となり初めて1.3を下
回りました。（平成16年も同
率。）

（備考）
厚生労働省「人口動態統計」（平成16年）
より作成。

（備考）
1．昭和55年から平成13年は総務省「労働力調査特別調査」（各年2月）、14年以降は「労働力調査（詳細結果）」（年平均）より作成。
2．「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。
3．「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。

昭和 

（万人） 

出
　
生
　
数 

出生数 
合計特殊出生率 

0
22 30 35 40 45 50 55 60 1 105 1516

平成 （年）　 
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平成16年
1.29

2.141.58

第1次ベビーブーム270万人 

ひのえうま 
136万人 

第2次ベビーブーム 
209万人 4.32

（万世帯） 

昭和55 58 61 4 7 10 13 16（年） 平成元 
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男性雇用者と無業の妻からなる世帯 

雇用者の共働き世帯 
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748

771 783

823

877

914
929

943

908
927

949 956
929 942

951 951 949
961

「専業主婦の世帯」が「共働き世帯」より多いと思われがちですが実際は、平成9年以降、「雇用者の共働き世帯」数は、
「男性雇用者と専業主婦の世帯」数を上回っています。
その背景として、女性の社会進出に対する意識変化や、経済情勢の変化などがあると考えられます。
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男女共同参画社会の形成の状況

（備考）1．国立社会保障・人口問題研究所「第12回出生動向基本調査（夫婦調査）」（平成14年）より作成。
2．1歳以上の子を持つ、妻が結婚前就業していた初婚どうしの夫婦（子供数不詳を除く）について。

0～4年 

（人） 

（結婚持続期間） 

1.0

2.0

1.5

2.4

専業主婦型 

再就職型 

就業継続型のうち 
正規継続型 

就業継続型 

総数 

10～14年 5～9年 

1.3 1.27 1.28 1.24
1.31

1.93 1.94
1.89 1.85

1.93

2.16 2.19 2.16 2.17
2.11

（備考）
厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査」
（平成13年度）より作成。

（％） 

無職　25.6 有職　73.5

有職　32.2無職　67.4

出産1年前 

出産1年前に有職だった者の出産 
6ヶ月後の状況 

2常識のうそ！？ 
女性は育児休業を活用している？ 

育児休業の取得率は、女性が73.1％、男性が0.44％で、圧倒的に女性が多く利用しているというデータがあ

ります。しかし、実は、働く女性が第1子を産むと、約7割の人が仕事を辞めてしまいます。育児休業をとって

いるのは残りの約3割のうちの73.1％なので、結局最初に働いていた女性の2割程度しか制度を利用していない

というのが実情です。 

なお、男性の育児休業取得率は0.44％と非常に低くなっています。 

一方、今後子供が生まれた場合夫に育児休業を取得を希望する者も過半数を占めています。 

 

男性・女性にかかわりなく、育児休業がとりやすい環境を作っていくための一層の取組が必要です。 

第一子出産前後の就業状況

結婚持続期間別に見た妻の就業経歴別1歳以上の子供を持つ夫婦の平均出生子供数

1常識のうそ！？ 

職業を持った女性より専業主婦の方

が子供をたくさん産んでいると思われ

がちですが…。 

実際は、左図のように、結婚持続期

間が5～9年、10～14年の場合、就職

継続型の女性の方が、専業主婦型の女

性よりも多く子供を持っています。 

女性の社会進出が進むと出生率は 

下がる？ 
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男女共同参画社会の形成の状況

女性の労働力率と出生率の国際比較

（備考）「少子化と男女共同参画に関する社会環境の国際比較報告書」より作成

女性の社会進出が進むと出生率がさがる？

「少子化と男女共同参画に関する社会環境の国際比較報告書」より

OECD加盟24か国（1人当たりGDP1万ドル以上）のデータによれば、1970年時点では、女性の労働力率

の高い国ほど出生率が低いという傾向にあったのに対し、2000年時点では、女性の労働力率が高い国ほど、出生

率が高いという傾向がみられます。労働力率と出生率は、どちらかが上がれば他方も上がるという固定的な関係で

はなく、両者に関係する社会環境（施策、制度、価値観等）があるとみられます。したがって、女性の労働力率が

高くなる、つまり女性の社会進出が進むと出生率が下がるとは言えません。（図表1）

アメリカや北欧のノルウェーなどは、昔から多くの女性が働いているというイメージがありますが、1970年に

は、日本の方が多くの女性が働いていました。アメリカ・オランダ・ノルウェーなどは、70年以降、女性労働力

を上昇させながら、80年代半ば以降には出生率も回復してきています。一方、日本は、70年から2000年の労

働力率の上昇幅が24か国中最も小さく、出生率は下がり続けている状況です。（図表2）

アメリカ・オランダ・ノルウェーなど、女性労働力率を上昇させながら出生率も回復してきている国の社会環境

には、男性を含めた「働き方の柔軟性」、固定的性別役割分担意識の見直しや男性の家事・育児参加、雇用機会の

均等などの「ライフスタイル選択の多様性」などが確保されているという特徴があります。（図表3）

図表1 OECD加盟24か国における女性労働力率と合計特殊出生率

図表2 日本とアメリカ・オランダ・ノルウェーの女性
労働力率と合計特殊出生率の推移

図表3 日本とアメリカ・オランダ・ノルウェーの社会
環境
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Ⅳ．若者の自立可能性 

Ⅴ．社会の安全・安心度 
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施策の枠組み等Ⅱ 
1 男女共同参画社会基本法

男女共同参画社会基本法は平成11年6月23日に公布・施行されました。
基本法では、男女共同参画社会を実現するために5つの基本理念を定め、国、地方公共団体、
国民、それぞれの責務を明らかにしています。

5つの基本理念 

国、地方公共団体及び国民の責務 

①男女の人権の尊重 
男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別をなくし、男性も女性もひとりの人間として能力を発
揮できる機会を確保する必要があります。 
 
②社会における制度又は慣行についての配慮 
固定的な役割分担意識にとらわれず、男女が様々な活動ができるように社会の制度や慣行の在り方を
考える必要があります。 
 
③政策等の立案及び決定への共同参画 
男女が、社会の対等なパートナーとして、いろいろな方針の決定に参画できる機会を確保する必要が
あります。 
 
④家庭生活における活動と他の活動の両立 
男女が対等な家族の構成員として、互いに協力し、社会の支援も受け、家族としての役割を果たしな
がら、仕事をしたり、学習したり、地域活動ができるようにする必要があります。 
 
⑤国際的協調 
男女共同参画社会づくりのために、国際社会と共に歩むことも大切です。他の国々や国際機関とも相
互に協力して取り組む必要があります。 

○国の責務 
・基本理念に基づき、男女共同参画基本計画を策定 
・積極的改善措置を含む男女共同参画社会づくりのための施策を総合的に策定・実施 
 
○地方公共団体の責務 
・基本理念に基づき、男女共同参画社会づくりのための施策に取り組む 
・地域の特性を生かした施策の展開 
 
○国民の責務 
・男女共同参画社会づくりに協力することが期待されている 
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2 男女共同参画基本計画

男女共同参画社会基本法に基づく基本計画として、平成17年12月27日に男女共同参画基本計
画（第2次）が閣議決定されました。
第2次基本計画では、12の重点分野を掲げ、それぞれについて、平成32年までを見通した施策

の基本的方向と平成22年度末までに実施する具体的施策の内容を示しています。

①政策･方針決定過程への女性の参画の拡大 

②男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識

の改革 

③雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 

④活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の確立 

⑤男女の職業生活と家庭･地域生活の両立の支援 

⑥高齢者等が安心して暮らせる条件の整備 

⑦女性に対するあらゆる暴力の根絶 

⑧生涯を通じた女性の健康支援 

⑨メディアにおける男女共同参画の推進 

⑩男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の

充実 

⑪地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 

⑫新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進（科

学技術／防災（災害復興を含む）／地域おこし、まちづくり、

観光／環境） 

本計画を実効性あるものとして推
進していくために男女共同参画会議は、
政府が実施する男女共同参画社会の
形成の促進に関する施策の実施状況
について、各分野の専門家の知見を
活用しつつ、監視を行っています。 
また、内閣府では、地方公共団体
に対し、男女共同参画社会基本法に
基づく都道府県及び市町村男女共同
参画計画の策定に当たって情報提供
を行っています。 

12の重要分野 

●「「社会的性別」（ジェンダー）」とは？

人間には生まれついての生物学的性別（セックス/sex）があります。一方、社会通念や慣習の中には、社

会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的性別」（ジェ

ンダー/gender）といいます。「社会的性別」は、それ自体に良い、悪いの価値を含むものではなく、国際的

にも使われています。

●「「社会的性別」（ジェンダー）の視点」とは？

「社会的性別」が性差別、性別による固定的役割分担、偏見等につながっている場合もあり、これらが社会

的に作られたものであることを意識していこうとする視点です。

■「社会的性別」（ジェンダー）の視点

男女共同参画基本計画（第2次）では、「男女共同参画の理念や「社会的性別」（ジェンダー）
の視点の定義について、誤解の解消に努め、また、恣意的運用・解釈が行われないよう、わかり
やすい広報・啓発活動を進める。」とされています。
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男女共同参画社会の将来像検討会は内閣官房長官の私的懇談会として平成15年7月から開催され、平成16年6

月に最終報告書を出しました。最終報告書では、男女共同参画社会基本法が制定されて約20年後に当たる2020年

頃を目途に、将来の我が国の目指すべき姿として、男女共同参画社会の具体像を描きました。

「男女共同参画は日本社会の希望─多様な価値観の下、個性を生かし、共に生きる社会へ」へという副題が付けら

れており、男女共同参画が順調に推進されれば、次のような社会生活上の変化が生じて、2020年頃には、希望のも

てる社会が訪れているであろうと推測しています。

①「政策・方針決定過程の場に女性が参画すること」によって、新しい視点が提起され、様々な人の立場を考慮した

政策の立案・実施が可能になる。

②「職場における性差別が解消すること」によって、女性の労働力が確保されるだけでなく、男性にとっても働きや

すい職場環境が確保され、多様性に富んだ職場環境が人々を活性化されることで企業活動も活発となる。

③「家庭における男女共同参画が促進されること」によって、親と子どもの関係が改善され、男女とも子どもと関わ

る喜びを体験し得る。また、女性の家事・育児関係の負担が軽減されて、家庭と職場との両立が可能になり、少子

化にも歯止めがかかる。

④「地域社会の活動が評価されて男女共同参画が促進されること」によって、人々は職場中心の生き方だけでなく、

男女とも、多様な価値観に基づいて、地域活動、ボランティア、家庭生活、学習活動等、様々な生き方を自ら選択

することが可能になる。

⑤「国際的な動向を踏まえつつ男女共同参画を推進し、支援や発言を積極的に行うこと」によって、地球社会におけ

る男女共同参画にも貢献し、また、世界での活躍の場も拡がっていく。

男女共同参画社会の将来像検討会報告書について

「社会的性別の視点」でとらえられる対象には、次のものがあります。

施策の枠組み等

「ジェンダー・フリー」という用語を使用して、性差を否定したり、男らしさ、女らしさや
男女の区別をなくして人間の中性化を目指すこと、また、家族やひな祭り等の伝統文化を否定
することは、国民が求める男女共同参画社会とは異なります。
例えば、児童生徒の発達段階を踏まえない行き過ぎた性教育、男女同室着替え、男女同室宿
泊、男女混合騎馬戦等の事例は極めて非常識です。
また、公共の施設におけるトイレの男女別色表示を同色にすることは、男女共同参画の趣旨
から導き出されるものではありません。

→見直しが適当
（見直しが行われた具体例）
男女別定年制の撤廃、配偶者暴力防止法の制定、従来女性が少なかった分野
（起業家、科学者、政治家等）への進出など

→見直しが不要
（具体例）
男女の服装に関する違い、ひな人形・鯉のぼりなど

※社会制度・慣行の見直しを行う際には、
社会的な合意を得ながら進める必要。

男女共同参画社会の形成を阻害するもの（性別、性別による固定的役割分担及び偏見等）

男女共同参画の形成を阻害しないもの
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推進体制Ⅲ 
１　男女共同参画社会の形成の促進に関する推進体制

平成13年1月の中央省庁等改革により、「男女共同参画会議」と「男女共同参画局」が設置され、
我が国における男女共同参画推進体制は格段に強化されました。

男女共同参画推進本部 

本部長：内閣総理大臣 
議長：内閣官房長官 

議員：各省大臣等 
　　　有識者 

専門調査会 

関 係 行 政 機 関  

国 際 機 関 等  

地方公共団体 

副本部長：内閣官房長官 
　　　　　男女共同参画担当大臣 

本部員：全閣僚 

男女共同参画担当官 
（本部構成省庁関係局長等） 

男女共同参画担当官会議 

男女共同参画会議 

・基本的な方針・政策、重要事項

等についての調査審議 

・政府の施策の実施状況の監視 

・政府の施策が及ぼす影響の調査 

・閣議決定に基づき、内閣に設置

（H6.7） 

・施策の円滑かつ効果的な推進 

女性団体、メディア、経済界、
教育界、地方公共団体、 
有識者等 

事務局 事務局 

連携 
協力 

連携 

総合調整・推進 

男女共同参画 
推進連携会議 

（えがりてネットワーク） 

・各界・各層の有識者により
構成 

・情報提供・意見交換を行う 

内閣府　男女共同参画局 

・男女共同参画会議の事務 
・男女共同参画社会づくりに関する様々な事項の企画立案・総合調整 
・年次報告（白書）の作成や調査・研究 
・男女共同参画社会基本法の普及・啓発 
・地方公共団体や民間団体、国際機関との連携・協力 

男女共同参画社会の形成の促進に関する推進体制図 
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2 男女共同参画会議と専門調査会

終了した専門調査会 

苦情処理・監視専門 
調査会 

平成13年4月に設置されました。 
各府省において男女共同参画
基本計画が着実に実施されて
いるかなどについて調査検討を
行いました。 
平成16年7月に再編され、任務
は監視・影響調査専門調査会
へ引きつがれています。 

基本問題専門調査会 女性に対する暴力に関する専門調査会 

男女共同参画基本計画
に関する専門調査会 

【調査検討内容】 
男女共同参画の基本的な考え方にかかわるもの、
基本的な考え方にかかわりが深く国民の関心も
高い個別の重要課題について調査検討をして
います。 

【報告書】 
「選択的夫婦別氏制度に関する審議の中間まと
め」（平成13年10月） 
「女性のチャレンジ支援策について」 
（平成15年4月） 

影響調査専門 
調査会 

平成13年4月に設置されました。 
女性のライフスタイルの選択
に大きなかかわりを持つ諸制
度・慣行など、男女共同参画
社会の形成に影響を及ぼす
政府の施策などについて調
査検討を行いました。 
平成16年7月に再編され、任
務は監視・影響調査専門調
査会へ引きつがれています。 

仕事と子育ての 
両立支援策に関する 
専門調査会 

平成13年1月に最初の専門
調査会として設置されました。 
平成13年6月に「仕事と子育
ての両立支援策について」
を取りまとめ、任務を終了して
います。 

平成16年9月に設置されました。 
政府が男女共同参画基本計
画（第2次）を策定していく際
の基本的考え方について調
査検討を行いました。 
平成17年7月に「男女共同参
画社会の形成の促進に関す
る施策の基本的な方向につ
いて」、また平成17年10月に「社
会的、文化的に形成された性
別」（ジェンダー）の表現等に
ついての整理」をとりまとめま
した。 

監視・影響調査専門調査会 

【調査検討内容】 

各府省において男女共同参画基本計
画が着実に実施されているかなどにつ
いて調査検討を行うとともに、男女共同
参画社会の形成に影響を及ぼす政府
の施策について調査検討を行います。 

【調査検討内容】 

配偶者等からの暴力、性犯罪、売買春・人身取引、セクシュアル・ハラスメント、
ストーカー行為等の各分野を念頭においた、今後の施策の在り方などについ
て調査検討をしています。 

【報告書】 

「配偶者暴力防止法の施行状況等について」（平成15年6月） 
「女性に対する暴力についての取り組むべき課題とその対策」（平成16年3月） 
「女性に対する暴力に関する施策の基本的な方向についての中間整理」（平
成17年5月） 
「女性に対する暴力に関する施策についての基本的な考え方」（平成17年7月） 

少子化と男女共同参画に関する専門調査会 

【調査検討内容】 
統計データ等の分析を通じて、少子化と男女共同参
画の関係について調査検討を行います。 
【報告書】 
「少子化と男女共同参画に関する社会環境の国際
比較」（平成17年9月） 

男女共同参画会議 
議長：内閣官房長官 
議員：国務大臣12名（内閣総理大臣指定） 
　　　 有識者12名（内閣総理大臣任命） 



18

男女共同参画会議と専門調査会の主な活動 

2001年（平成13年） 

2002年（平成14年） 

6
月 

「仕事と子育ての両立支援策の方針に関する意見」 
（仕事と子育ての両立支援策に関する専門調査会、男女共同参画会議決定） 

10
月 

「選択的夫婦別氏制度に関する審議の中間まとめ」 
（基本問題専門調査会） 

12
月 

「『ライフスタイルの選択と税制・社会保障制度・雇用システム』に関する報告」 
（影響調査専門調査会） 

7
月 

「政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況及び今後の取組 
に向けての意見」（苦情処理・監視専門調査会、男女共同参画会議決定） 

10
月 

「男女共同参画に関する施策についての苦情の処理及び人権侵害における被害者の救済に
関するシステムの充実・強化に向けた意見」（苦情処理・監視専門調査会、男女共同参画会議決定） 

4
月 

「『配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律』の円滑な施行に向けた意見（その2）」 
（女性に対する暴力に関する専門調査会、男女共同参画会議決定） 

2003年（平成15年） 

4
月 

「女性のチャレンジ支援策の推進に向けた意見」 
（基本問題専門調査会、男女共同参画会議決定） 

7
月 

「政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況及び今後の取組
に向けての意見（男女共同参画にかかわる情報の収集・整備・提供）」 
（苦情処理・監視専門調査会、男女共同参画会議決定） 

6
月 

「配偶者暴力防止法の施行状況等について」（女性に対する暴力に関する専門調査会） 
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推進体制

2004年（平成16年） 

3
月 

「女性に対する暴力についての取り組むべき課題とその対策」 
（女性に対する暴力に関する専門調査会） 

報告書では、①強姦罪の法定刑の下限を引き上げること、②盗撮について、女性の性的尊厳やプライバシー保護の観
点を十分考慮しつつ、加害者を厳正に処罰するための法整備を行うこと、③家庭内における児童に対する性的虐待につ
いて、刑法や児童福祉法による加害者の厳正な処罰と被害者の保護、並びに事案の顕在化を行うこと等が提言されました。 

7
月 

「男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本的な方向について（答申）」 
（男女共同参画会議決定） 

平成16年7月に内閣総理大臣からなされた諮問に対して答申を行いました。 

9
月 

「少子化と男女共同参画に関する社会環境の国際比較」 
（少子化と男女共同参画に関する専門調査会） 

女性労働力率と出生率の関係について、両者の関係に影響する社会環境を国際比較・分析を行い、女性労働力率を
上昇させながら出生率も回復させるためには、働くことと子供を産み育てることが両立しうるよう、一定の社会環境（施策、制
度、価値観等）の整備が必要であるという報告が取りまとめられました。 

12
月 

「男女共同参画基本計画の変更について（答申）」 
（男女共同参画会議決定） 

12月27日内閣総理大臣より男女共同参画基本計画（第2次）案について諮問され、同日、7月答申の趣旨に概ね沿うもの
であり、妥当である旨答申しました。 

2005年（平成17年） 

4
月 

「政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況及び今後の取組
に向けての意見（男女共同参画の視点に立った政府開発援助（ODA）の推進について）」 
（苦情処理・監視専門調査会、男女共同参画会議決定） 

「男女共同参画の視点に立った政府開発援助（ODA）」についてその実施状況を監視し、①政府開発援助における
男女共同参画の視点の重要性、②男女共同参画の視点から見た関係施策の現状及び問題点、③今後採るべき対応策
について意見が述べられました。 

7
月 

「政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況及び今後の取組
に向けての意見（国際規範・基準の国内への取り入れ・浸透について）」 
（苦情処理・監視専門調査会、男女共同参画会議決定） 

「国際規範・基準の国内への取り入れ・浸透」について、その実施状況を監視し、①国際規範・基準の取り入れ・浸透
等の重要性、②国際規範・基準の取り入れ・浸透に関する推進体制、③個別の国際規範・基準の取り入れ・浸透につい
て意見が述べられました。 

雇用、起業・自営業、公務など様々な働く場について、男女共同参画の視点から見た現状及び現行の施策の下での課
題を整理した上で、今後の政策の総論的な方向性として、①男女ともにライフスタイルを柔軟に選択できる中立的な制度、 
②多様な就業形態の選択・移動に中立的な制度、③個人の能力を伸ばす教育、能力開発が掲げられました。 

「『ライフスタイルの選択と雇用・就業に関する制度・慣行』についての報告」 
（影響調査専門調査会） 
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男女共同参画社会の実現に向けた取組Ⅳ 

国家公務員試験採用者に占める女性割合の推移 職務の級別女性国家公務員の割合（行政職（一））

1 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
（1）国の審議会等委員への女性委員の

参画の拡大
これまで、男女共同参画推進本部が平成12
年8月15日に決定した「平成17年（西暦2005
年）度末までのできるだけ早い時期に」「30％
を達成する」という目標に向けて、取組を進
めてきました。
内閣府では、毎年定期的に審議会等におけ
る女性委員の参画状況について調査を行って
いますが、平成17年9月末現在の国の審議会
等における女性委員の割合は30.9％となり、
期限まで半年早く30％の目標を達成しました。
現在新たな目標設定について検討中です。

（2）女性公務員の採用・登用等
平成13年6月に、男女共同参画推進本部において、「女性の国家公務員の採用・登用等の促進に
ついて」の本部決定を行いました。
平成13年5月に人事院が策定した「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」（平成

17年12月一部改定）を踏まえ、各府省において、女性国家公務員の採用・登用等の促進に向けた
計画（「女性職員の採用・登用拡大計画」）を策定するなどの取組を進めています。
さらに、平成16年4月に男女共同参画推進本部において、女性国家公務員の採用･登用の拡大等
について決定し、これを受けて各省庁人事担当課長会議において、当面（2010年度頃まで）の政
府全体としての採用者に占める女性割合を、国家公務員Ⅰ種試験事務系については30％程度を目
標とすること等が申合わせられました。

（備考）1．人事院資料より作成。
2． 種， 種試験は前年度に実施された試験に基づく採用者に占
める女性の割合（ただし、平成17年度については，17年1月
31日現在の採用及び内定者数に占める女性の割合）。

3． 種試験は当該年度の採用者（旧年度合格者を含む）に占める
女性の割合（ただし、平成16年度及び17年度については16年
11月1日現在の採用及び内定者数に占める女性の割合）。

4．昭和56年度までは， 種は上級（甲）， 種は中級， 種は初
級試験の数値。

（備考）人事院「一般職の国家公務員の任用状況調査報告」より作成。
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各種資格職従事者に占める女性の割合の推移政策・方針決定過程への女性の参画状況

（3）女性の政策・方針決定参画状況調べ

昭和52年度から毎年（昭和57年度を除く）国、地方公共団体、民間等における女性の政策・方
針決定過程への参画状況を「女性の政策・方針決定参画状況調べ」として取りまとめています。

(備考）総務省「国勢調査」より作成。(備考）総務省、衆議院、参議院事務局、人事院調べ

（4）女性のチャレンジ支援

平成17年12月27日に閣議決定された男女共同参画基本計画（第2次）においては、「2020年ま
でに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも30％程度になるように期待する。」との目
標達成に向け、計画的に取組を進めることとしています。
また、同年12月26日に、「女性の再チャレンジ支援策検討会議」（主宰者:内閣官房長官、関係
閣僚で構成）の再就職・起業等に係る総合的な支援策である「女性の再チャレンジ支援プラン」
を取りまとめ、政府一体となって推進することとしています。
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1 女性が活躍できるようなポジティブ・アクションの推進
「2020年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも30％程度になる」ことを目指し、積極的改善措

置（ポジティブ・アクション）を推進するなど、各種取組を奨励します。

2 いつでも、どこでも、誰でもチャレンジ
気軽に相談できるような総合的な窓口つくり、各地域の女性センター・男女共同参画センター等で必要な情報が
得られるようにします。

3 身近なチャレンジの提示
「チャレンジサイト」（ http://www.gender.go.jp/e-challenge/ ）や女性のチャレンジ賞表彰等において身近なチャ
レンジを提示し、一人一人が具体的に自分にあったチャレンジをイメージし、選択できるようにします。

○チャレンジ・キャンペーン～女子高校生・女子学生の理工系分野への選択～
女性の進出が社会から期待されているにも関わらず、その割合が
依然として低い分野のうち、平成17年度は理工系分野について、
正しい職業観の育成などを図るため、シンポジウムの開催やWEB
サイトにおける情報発信等を行っています。（「チャレンジ・サイト」
に入り口があります。）

○地域づくりへの支援
地域の活性化のための取組みが期待される中、女性の活躍による
地域づくりを専門的見地から支援し、好事例の普及等を行います。
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4 女性の再チャレンジ支援の推進（ http://www.gender.go.jp/e-challenge/saisien/index‐sa.html）
女性が安心して子育てしながら再チャレンジできる環境づくりは、男女共同参画社会の形成や少子化対策を進め

る上で重要です。
このため、子育て等によりいったん仕事を中断した女性の再就職・起業などを総合的に支援する「女性の再チャ

レンジ支援プラン」を、平成17年12月、策定しました（女性の再チャレンジ支援作検討会議決定（※））。
今後、このプランを各府省連携して、着実に実施していきます。

（※）女性の再チャレンジ支援作検討会議は、平成17年7月、男女共同参画推進本部の下に設置された。
主宰者は内閣官房長官であり、関係閣僚から構成される。

女性再チャレンジ支援策の概要 

　　　　　　●女性の就業希望者（25歳～54歳）が約264万人 

　　　　　　●第1子出産を機に約7割が離職 

　　　　　　●再就職を希望しても、自分の希望にあった仕事に就きにくい。 

　　　　　　　・子育てしながらの情報収集やスキルアップ、求職活動が難しい。 

　　　　　　　・企業の雇用ニーズと求職者の職業能力がミスマッチである。 

　　　　　　　　　　　　　●男女共同参画社会の形成を促進 

　　　　　　　　　　　　　●少子化対策・次世代育成対策に貢献 

1．地域における支援ネットワークづくりによる再チャレンジ支援 

子育て中の女性が地域の身近な場所で気軽に相談でき、本人の希望や活動段階に応じてワンス

トップで情報提供やサービスを受けられる支援ネットワークづくりを推進。 

2．学習・能力開発支援 

就業等も視野に入れた学習・能力開発機会の充実。 

3．再就職支援 

子ども連れでも相談・職業紹介サービスを利用しやすくするなど、子育て中の女性が円滑に再

就職できるような再就職支援策の充実。雇用の受け皿である企業における取組の促進。 

4．起業支援 

経営に必要なノウハウの習得支援や資金的援助の実施。 

5．国における総合的な情報提供・調査等 

子育て中の女性が効率的な情報提供や長期的な視野に立った人生設計ができるよう、ポータル

サイトを設置、各種調査を実施。 

再チャレンジをめぐる現状 

女性の再チャレンジ支援プランの主な内容 

女性が安心して子育てしながら再チャレンジできる社会の実現 
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男女共同参画社会の実現に向けた取組

2 女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けた取組

配偶者等からの暴力、性犯罪、売買春・人身取引、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー
行為等の女性に対する暴力は、女性の人権を著しく侵害するものであり、男女共同参画社会を形
成していく上で克服すべき重要な課題です。また、平成11年に国連が「女性に対する暴力撤廃国
際日」を定めるなど、国際的にも重要な課題として取り上げられています。

（1）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

加 害 者 

被
　
　
害
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地
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○被害者及びその同伴家族の一時保護 

○各種情報の提供その他の援助 

○被害の発生を防止するために必要な措置 

・暴力の制止 

・被害者の保護　等 

公証人の面前で宣誓供述 

保護命令 

　◎接近禁止命令（6か月） 

　　※被害者の子どもも対象 

　◎退去命令（2か月） 

罰則：1年以下の懲役又は100万円以下の罰金 

一定の基準を満たす者 
◎民間のシェルター 

◎母子生活支援施設 

◎女性センター　等 

①暴力 

②相談 
　援助 
　保護 

②相談 
　援助 
　保護 

②’認証 

③保護命令の申立て（②の事実を記載、又は、②’の書面を添付） 

④求めに応じて書面を提出 

※元配偶者も対象 

④求めに応じて書面を提出 

⑤発令 

委託 

⑥命令を発した旨通知 

書類を作成の上認証を依頼 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律フローチャート 

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」及び同法に基づく「配偶者からの暴
力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」に沿って、職務関係者に対する
研修、広報啓発、調査研究を積極的に行っています。
また、平成17年12月に閣議決定された「男女共同参画基本計画（第2次）」に基づき、配偶者

からの暴力の防止と被害者の保護のための施策について、より一層の充実に努めています。
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（2）女性に対する暴力をなくす運動

地方公共団体、女性団体その他の関係団体との連携、協力の下、社会の意識啓発など、女性に
対する暴力に関する取組を一層強化することとしています。運動の実施期間は11月12日から25
日（女性に対する暴力撤廃国際日）までの2週間となっています。内閣府では、運動の一環とし
て毎年期間中に「女性に対する暴力に関するシンポジウム」を開催しています。

（3）女性に対する暴力に関する調査研究について

平成14年度に内閣府が実施した「配偶者等からの暴力に関する調査」では、配偶者や恋人から
「身体に対する暴力」「恐怖を感じるような脅迫」「性的な行為の強要」のいずれか、又はいくつか
をこれまで一度でも受けたことのある女性は約5人に1人（19.1％）に上ることが明らかになって
います。これらの行為によって、命の危険を「感じた」と回答した女性は4.4％で、約20人に1人
の女性が配偶者等からの暴力によって命の危険を感じていることが明らかになりました。
また、いわゆる「加害者更生プログラム」については、平成15年度の「配偶者からの暴力の加
害者更生に関する調査研究」において、被害者の保護を図る観点から、加害者向けプログラムが
最低限満たすべき事項及び実施に際して最低限留意すべき事項について検討を行いました。

配偶者等からの暴力による被害の重複 配偶者等からの暴力により命の危険を感じた経験

（備考）
内閣府「配偶者等からの暴力に関する調査」（平成14年）より作成。

（備考）
内閣府「配偶者等からの暴力に関する調査」（平成14年）より作成。

内閣府男女共同参画局では、配偶者等からの暴力、性犯罪、売買春・人身
取引、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為等の女性に対する暴力
根絶のためのシンボルマークを作成しており、女性に対する暴力の問題に対
する社会的認識を徹底するために、広報・啓発活動に広く活用されています。
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（4）配偶者からの暴力被害者支援情報（http://www.gender.go.jp/e-vaw/index.htm）

（5）女性に対する暴力根絶のためのシンボルマーク

内閣府男女共同参画局のホームページにおいて、配偶者からの暴力の被害者支援に役立つ法
律・制度等に関する情報を提供しています。
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男女共同参画社会の実現に向けた取組

3 地方公共団体、NGOとの連携

男女共同参画社会の実現に当たっては、住民に身近な行政を行う地方公共団体による地域の特性
に応じた施策の推進が重要です。また、広く各界・各層における男女共同参画に関する取組の促進
が不可欠です。このため、地方公共団体やNGO等との連携により、様々な取組を実施しています。

（1）男女共同参画推進連携会議（えがりてネットワーク）

「えがりて」とは、フランス語で平等という意味であり、会議の通称を「えがりてネットワーク」
としています。
えがりてネットワークは、各界・各層との情報・意見交換その他の必要な連携を図り、国民的
な取組を推進するため、平成8年9月3日に発足しました
毎年2回全体会議を開催するとともに、広範な国民各界各層との情報・意見交換のための会

（「聞く会」）を機動的に行うなど、政府の政策や国際的な動きについての情報提供等、男女共同参
画社会の実現に向けた取組を積極的に推進しています。

（2）男女共同参画宣言都市奨励事業・全国男女共同参画宣言都市サミット

「男女共同参画宣言都市奨励事業」を、平成6年度から開催しています。平成18年3月末までに
85市区町村が「男女共同参画宣言都市」となることを宣言し、審議会等における女性委員の登用
のためのプログラムの策定や住民への広報啓発事業など様々な取組を行っています。
また、平成8年度から「全国男女共同参画宣言都市サミット」を開催し、男女共同参画宣言都
市間等の連携を深めています。

（3）男女共同参画フォーラム

平成12年度より、男女共同参画推進本部、内閣
府及び開催都道府県・政令指定都市の共催により
「男女共同参画フォ－ラム」を開催しています。
平成17年度は、全国2か所で開催し、各界・各
層の国民、民間団体、行政機関関係者が一堂に会
し、男女共同参画社会づくりに向けて各地域での
特徴を活かした取組の促進や気運の醸成を図って
います。

（4）各種研修等

住民に身近な行政に携わる地方公共団体職員を対象に、国の施策等について理解を深めるため、
「男女共同参画に関する『基礎研修』及び『政策研修』」を実施しています。
また、男女共同参画・女性のための総合的な施設の職員を対象に「相談管理職研修」を行って
います。更に、苦情の解決に当たっての視点・方法論、苦情事例等を紹介する「苦情処理ガイド
ブック」を作成し、関係機関等に配るほか、苦情の処理を担当する地方公共団体職員、行政相談
委員及び人権擁護委員を対象に「苦情処理研修」を実施しています。
加えて、全国各地から、近い将来地域における男女共同参画社会づくりのリーダーとして活躍
が期待される男女を招き、「男女共同参画ヤングリーダー会議」を開催しています。
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（5）地方公共団体における男女共同参画社会の形成状況に関する調査

毎年、「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」につ
いて調査し、その概要を公表しています。

地方公務員管理職に占める女性割合の推移都道府県・政令指定都市の審議会等における女性委員割合の推移

地方議会における女性議員割合男女共同参画計画・条例の制定率・策定率

（備考）総務省資料（平成16年12月31日現在）より作成。

（備考）1．内閣府資料（平成15年までは各年3月31日現在、16年以降は
4月1日現在）より作成。

2．各都道府県及び各政令指定都市のそれぞれの女性比率を単純平
均。

（備考）1．平成5年までは厚生労働省資料（各年6月1日現在）。6年から
は内閣府資料（各年3月31日現在、16年以降は4月1日現在）
より作成。

2．平成15年までは都道府県によっては警察本部を含めていない。

5

10

15

20

25

30
（％） 

平成8 9 10 11 12 13 14 15 16 17（年） 

都道府県 政令指定都市 

17.7

14.0
15.0

17.1

18.8

20.5

22.7

24.9

26.6
28.3

18.2 18.7

20.5
22.0

24.3
25.8

25.8
27.2

28.2

29.8

都道府県議会 
市（区）議会 
町村議会 

女性比率区分 
20％以上 

15％以上 
20％未満 

10％以上 
15％未満 

5％以上 
10％未満 

5％未満 
（除く0％） 

0％ 

13.9
3.8

4.3
15.9

4.5

12.8
24.3

13.6
44.7

27.1
32.2

34.0
12.8

1.4

4.3
6.0 44.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 300. 35.0 40.0 45.0
議会構成比（％） 

0

1

2

3

4

5

6

7

昭和63 平成2 4 6 8 10 12 1413 15 16 17（年）

（％） 

政令指定都市 

都道府県 

3.4

2.6
2.4

2.8
3.0 3.1

3.3
3.7 3.7 3.7

4.0
3.8 3.9

4.1
4.3
4.5
4.8 4.9

3.3 3.3 3.3 3.4
3.7 3.6 3.7

3.9 4.0
4.2
4.6
4.9

5.4

5.9
6.3 6.4

6.6

4.8

（備考）内閣府資料より作成。平成17年4月1日現在。

都道府県
政令指定

都　市
市区町村

計画策定率 100％ 100％ 39.6％

条例制定率 97.9％ 100％ 11.3％
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（1）国連等との連携

（2）国際協力

①広報に関する取組
前年1回、我が国の男女共同参画に係る取組を紹介するため、英文広報資料「Women in Japan
Today」を発行し、各国政府や国際機関等に配布しています。
②二国間協力等
国際協力機構（JICA）との連携のもと、途上国の国内本部機構に対し、日本での研修員受入、
専門家派遣等の知的支援を推進しています。
③アフガニスタンの女性支援に関する懇談会（内閣官房長官懇談会）
女性のニーズを踏まえたアフガニスタン復興支援の在り方等を検討するため、平成14年2月か

ら開催しています。

国連婦人の地位委員会（CSW）、女子差別撤廃委員会（CEDAW）などの国際会議に参加し、情
報収集や我が国の取組についての紹介を行うなど、国連、諸外国の国内本部機構との連携推進に
努めています。
・国連「北京＋10」世界閣僚級会合（平成17年2月28日～3月11日、於ニューヨーク国連本部）
世界の女性の地位向上に関し5年、10年毎に開催される最も重要な国際会議。「北京宣言及び行
動綱領」及び「女性2000年会議成果文書」等を再確認することを柱とした宣言が採択された。

5 広報と啓発

（1）「男女共同参画週間」の実施［ 6月23日～6月29日までの一週間 ］

男女共同参画社会基本法の目的や基本理念に関する国民の理解を深め、
男女共同参画社会の実現に向けた様々な取組が行われるよう、平成13年
度より、「男女共同参画週間」を実施しています。期間中は、地方公共団
体、女性団体などの関係団体の協力の下、各種行事等を実施しています。
（男女共同参画社会づくりに向けての全国会議、男女共同参画社会づくり功労者表彰、
女性のチャレンジ賞、チャレンジ支援賞表彰、週間の標語の募集、ポスターの作成・配布）

（2）多様な媒体を通じた広報・啓発活動の促進

男女共同参画局では、男女共同参画社会の実現に向けての施策に対する国民の理解と協力を得
ることを目的に、政府広報を通じて新聞・雑誌に広告を掲載するとともに、種々の広報誌やビデ
オ、局のホームページ（http://www.gender.go.jp/）を通じて、広報・啓発活動を促進しています。

男女共同参画白書

基本法の第12条に基づき、毎年作成しています。白書では、我が国の男女共同参画社会の形成
状況を示すとともに、男女共同参画会議の審議状況なども踏まえ、政府の政策について記述して
います。今年度は、科学技術の進展と男女共同参画として、技術とライフサイクルの相互関係や
女性研究者及び次代を担う女性若年層の現状と可能性などを取り上げています。

4 国際的な連携・協力

我が国の男女共同参画社会の形成の促進は、国際社会における取組と密接な関係を有しており、
国際的規範や基準、取組の指針の国内取り入れや、国際協力の推進に努めています。

男女共同参画社会の実現に向けた取組
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1 男女共同参画社会基本法制定の趣旨

目　的

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現
に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、
なお一層の努力が必要とされている。
一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に
対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわ
りなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な
課題となっている。
このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を21世紀の我が国社会を決定する最
重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関す
る施策の推進を図っていくことが重要である。
ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将
来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的か
つ計画的に推進するため、この法律を制定する。

第1条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か
で活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基
本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共
同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参
画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

男女共同参画社会基本法の概要

定　義

第2条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一　男女共同参画社会の形成
男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ
る活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文
化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。

二　積極的改善措置
前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女

のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

前　文

付属資料  付 属 資 料  
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男女共同参画社会基本法の概要

2 基本理念（第3条～第7条）

第3条から第7条においては、男女共同参画社会の形成についての5つの基本理念が規定されてい
ます。これらの基本理念は、国、地方公共団体、国民が、第8条から第10条までに定められる責務を
果たす上で基本となる考えです。

（男女の人権の尊重）

第3条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が
性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保さ
れることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。

（社会における制度又は慣行についての配慮）

第4条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による
固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響
を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることに
かんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影
響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。

（政策等の立案及び決定への共同参画）

第5条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方
公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機
会が確保されることを旨として、行われなければならない。

（家庭生活における活動と他の活動の両立）

第6条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下
に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役
割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨と
して、行われなければならない。

（国際的協調）

第7条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有している
ことにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。

①男女の人権の尊重（第3条関係）

男女共同参画ビジョン（平成8年7月30日男女共同参画審議会答申）においては、男女共同
参画社会は個人が尊重される品格ある社会であり、その基礎にある理念は人権の確立であると
されています。女性に対する差別や暴力がなくなり、各人が自らの存在に誇りを持てる男女共
同参画社会の形成は、人権の確立なくしてはありえません。
この第3条では、単に「人権」とは規定せずに、人権について、性別に起因する問題という
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観点に着目して「男女の人権」と規定し、この観点からの人権尊重を強調したものです。
「男女の個人としての尊厳が重んぜられること」とは、例えば、セクシュアル・ハラスメント
などの性に起因する暴力を受けないことなどをいいます。
憲法第14条にも法の下の平等がうたわれていますが、性別による差別は男女共同参画社会の
形成を阻害する重大な問題です。最近では、明確な差別的な意図がはっきりしない場合でも、
種々の状況から差別を容認したとの推認が行われた判例もでてきています。
「男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること」とは、性別に関わらず、各人の能
力が発揮できるようにすることです。

②社会における制度又は慣行についての配慮（第4条関係）

第4条は、社会制度や慣行が、「男は仕事、女は家庭」といった性別による固定的な役割分担
等を反映して、結果として女性の就労等の活動の選択をしにくくするような影響等を及ぼし、
男女共同参画社会の形成を阻害する要因となる恐れがある場合があることから、男女共同参画
社会の形成に当たって、社会制度・慣行の及ぼす影響に配慮することを基本理念として定めた
ものです。
税制、年金など女性の活動や生活に大きな影響を与えるものについては、女性の社会進出、
家族・就労形態の変化・多様化、諸外国の動向等を踏まえて、男女共同参画社会の形成という
観点からも広く議論されることが期待されます。

③政策等の立案及び決定への共同参画（第5条関係）

第5条は、男女があらゆる分野で利益を享受することができ、共に責任を担うべき男女共同
参画社会の基盤をなす「政策等の立案及び決定への共同参画」が規定されています。
「参画」という言葉には、単に、政策等への決定段階に参加するだけではなく、主体的に立案
の段階から関わっていくことの重要性が込められています。
国や地方公共団体のみならず、企業、労働組合、経営者団体、教育・研究機関、PTA、協同
組合等各種機関・団体においてもこの基本理念が尊重されなければなりません。

④家庭生活における活動と他の活動の両立（第6条関係）

現在、子の養育、家族の介護等家事の多くは女性が担っている現状があります。男女が共に
社会に参画していくためには、家族を構成する男女が相互に協力をするとともに社会の支援を
受けながら、家族の一員としての役割を円滑に果たし、家庭生活と働くこと、学校に通うこと、
地域活動をすることなどとの両立を図ることができるようにすることが重要です。
男性にとっても、家庭生活に目を向けることは、青少年の健全育成、高齢期における生活を
考えると重要な課題です。男女共同参画基本計画においても、多様なライフスタイルに対応し
た子育て支援対策の充実や育児・介護を行う労働者の雇用の継続を図るための環境整備など、
職業生活と家庭・地域生活の両立の問題を取り上げ、施策の推進を図っているところです。
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男女共同参画社会基本法の概要

3 責務等（第8条～第12条）

第8条から第10条においては、それぞれ、国、地方公共団体及び国民の責務について定められてい
ます。これらは基本理念を受け、国、地方公共団体及び国民が男女共同参画社会の形成の上で果たすべ
き役割について定めたものです。また、あわせて法制上の措置等、年次報告等についても定められてい
ます。

（国の責務）

第8条　国は、第3条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以
下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極
的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第9条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国
の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、
及び実施する責務を有する。

（国民の責務）

第10条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念
にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。

（法制上の措置等）

第11条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上
又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。

（年次報告等）

第12条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同
参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。
2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようと
する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国
会に提出しなければならない。

⑤国際的協調（第7条関係）

第7条は、我が国の男女共同参画社会の形成の促進が、第4回世界女性会議（北京会議）等の
国際会議など、国際社会における様々な取組と密接な関係を有していること、我が国も国際社
会の一員として、我が国の男女共同参画社会の形成に際しては、国際的な連携・協力の下に行
うことが望ましいことから規定されたものです。この規定には、女子差別撤廃条約や国連特別
総会「女性2000年会議」など国際会議の動向を我が国の男女共同参画社会の形成の促進に生か
すとともに、地球社会に貢献していくという趣旨が含まれているものです。
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①国の責務（第8条関係）

第8条は、国が5つの基本理念にのっとり、積極
的改善措置を含む男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策を総合的に策定及び実施する責務を有す
ることを規定しています。国は、本条に規定されて
いる責務を果たす上で、第2章（第13条～第20条）
に定める男女共同参画基本計画の策定等の「男女共
同参画社会の形成の促進に関する基本的施策」を講
じていくこととなります。
本条において、「男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）」
と規定したことにより、第8条以下の条文で「男女
共同参画社会の形成の促進に関する施策」という文
言があれば、それには「積極的改善措置」が含まれ
ることになります。具体的には、第11条（法制上の
措置等）、第13条（男女共同参画基本計画）等です。

②地方公共団体の責務（第9条関係）

第9条は、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する上で地方公共団体の果た
す役割の重要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成について地方公共団体の責務を明らかに
したものです。
「国の施策に準じた施策」とは、男女共同参画社会の形成の促進に関して国が講じている施策
とおおむね同様ないし類似の施策であって、地方公共団体の行う施策のことです。これには、
積極的改善措置が含まれます。例えば、審議会等の女性委員の登用促進等が考えられます。
「その他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策」とは、国が同様の施策を講じていな
い場合において、地方公共団体がその区域の特性に応じて行う施策をいいます。例えば、女性
リーダー養成のための海外派遣事業の実施などが考えられます。

③国民の責務（第10条関係）

第10条は、男女共同参画社会を形成する上で、国及び地方公共団体とともに国民が行う取組
の果たす役割が大きいことから、男女共同参画社会の形成について、国民の責務を明らかにし
たものです。
国民は、職域、学校、地域、家庭等あらゆる分野で、様々な立場から互いに責任を担い、協
力することにより努めることが求められますが、具体的には、例えば、国民各人が、性別によ
る差別的取扱いを行わないよう心がけたり、家庭において家族を構成する男女が互いに協力し
あうことが考えられます。また、自然人だけではなく、企業などの法人も本条を踏まえ、男女
共同参画社会の形成に寄与することが求められます。

積極的改善措置(第2条第2号関係）

男女が、社会の対等な構成員とし

て、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機

会に係る男女間の格差を改善するた

め必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し、当該機会を積極

的に提供すること。

例えば、審議会等について、女性

委員の登用を計画的に進めていくこ

となどもその一つです。
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4．基本計画（第13条・第14条）

第13条及び第14条においては、男女共同参画社会基本法の目的である「男女共同参画社会の形成
の総合的かつ計画的な推進」のための中心的な仕組みである男女共同参画基本計画等について規定され
ています。

（男女共同参画基本計画）

第13条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基
本計画」という。）を定めなければならない。
2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するために必要な事項

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成
し、閣議の決定を求めなければならない。
４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参
画基本計画を公表しなければならない。
5 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。

（都道府県男女共同参画計画等）

第14条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女
共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共
同参画計画」という。）を定めなければならない。
2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進
に関する施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町
村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画
（以下「市町村男女共同参画計画」という｡)を定めるように努めなければならない。
4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、
又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
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①男女共同参画基本計画（第13条関係）

男女共同参画基本計画は、①総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策の大綱、②①のほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計
画的に推進するために必要な事項について定めることとされていますが、①は、職域、学校、
地域、家庭などにおける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本的方向を定めるも
のであり、積極的改善措置（⇒p.28、32参照）を含みます。また、②は、男女共同参画基本計
画の円滑な実施を図るため、関係者への理解を求めることや、計画の着実な推進のためのフォ
ロー・アップに関する事項等を定めるものです。
なお、平成17年12月、男女共同参画社会基本法に基づく法定計画として、男女共同参画基本
計画（第2次）が閣議決定されました。政府はこの基本計画に基づき、施策を総合的かつ計画
的に推進しています。

②都道府県男女共同参画計画、市町村男女共同参画計画（第14条関係）

第14条では、都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、都道府県男女共同参画計画を
定めなければならないこと、及び市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画
計画を勘案して、市町村男女共同参画計画を定めるように努めなければならないことが定めら
れています。
現在、すべての都道府県において男女共同参画に関する計画が策定されており、各都道府県
は、計画に基づき取組を進めています。なお、市町村は、その規模が様々であることなどから、
一律に義務を課すことは望ましくないため市町村男女共同参画計画の策定を努力義務としてい
ますが、市町村においても、法律の趣旨にのっとり、住民の声を生かした計画の策定に積極的
に取り組むことが期待されています。

5．その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第15条～第20条）

（施策の策定等に当たっての配慮）

第15条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策
を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならな
い。

（国民の理解を深めるための措置）

第16条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深め
るよう適切な措置を講じなければならない。

（苦情の処理等）

第17条　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参
画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置
及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人
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①施策の策定等に当たっての配慮（第15条関係）

国、地方公共団体の施策は、社会経済活動全般を対象に展開され、当該施策に伴って生じる
影響も広範多岐にわたるため、直接的に男女共同参画社会の形成の促進に関係する施策ではな
くとも、結果的に男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすことがあることから、国、地方公共
団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定及び実施するに当た
り、男女共同参画社会の形成に配慮することとされています。

②国民の理解を深めるための措置（第16条関係）

国、地方公共団体は、人々の意識の中に長い時間をかけて形成されてきた固定的役割分担意
識等が男女共同参画社会の形成の障害となっていることを踏まえ、広報活動等を通じ基本理念
に関する国民の理解を深めるよう、新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等のマスコミ、インターネッ
トといった通信媒体を通じた広報活動、各種講演会、イベント、学校・社会教育における取組
などの「適切な措置」を講じていくこととされています。

③苦情の処理等（第17条関係）

男女共同参画社会の形成を促進するためには、苦情の処理等が重要であることから、国は、
政府の施策についての苦情の処理のために必要な措置及び人権の侵害された場合における被害
者の救済を図るために必要な措置を講じなければならないことが規定されています。具体的に
は、まず、既存の制度である行政相談委員を含む行政相談制度や人権擁護委員を含む人権擁護
制度の活用を図ることとなりますが、平成14年10月には、男女共同参画会議において、男女共
同参画に関する施策についての苦情の処理及び人権侵害における被害者の救済に関するシステ

権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならな
い。

（調査研究）

第18条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する
調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を
推進するように努めるものとする。

（国際的協調のための措置）

第19条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国
際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な
推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。
（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

第20条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民
間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供
その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。
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6．男女共同参画会議（第21条～第28条）

（設置）
第21条　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。
（所掌事務）
第22条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
一　男女共同参画基本計画に関し、第13条第3項に規定する事項を処理すること。
二　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画
社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議するこ
と。
三　前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大
臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。
四　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及
び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めると
きは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。

（組織）
第23条　会議は、議長及び議員24人以内をもって組織する。
（議長）
第24条　議長は、内閣官房長官をもって充てる。
2 議長は、会務を総理する。
（議員）

第25条　議員は、次に掲げる者をもって充てる。
一　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者
二　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任
命する者

2 前項第2号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の10分の5未満であってはならない。
3 第1項第2号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総
数の10分の4未満であってはならない。
4 第1項第2号の議員は、非常勤とする。
（議員の任期）
第26条　前条第1項第2号の議員の任期は、2年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前

ムの充実強化に向けて、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べました。今後、各府
省は、この意見を踏まえ取組を進めていくこととしています。

④地方公共団体及び民間の団体に対する支援（第20条関係）

男女共同参画社会の形成の促進を図る上では、地方公共団体や民間の団体の行う取組が重要
であることから、それらを支援するために、国は、地方公共団体や民間の団体に対し、情報の
提供その他の必要な措置を講じることとしています。具体的には、各種資料・データ、国際会
議における情報の提供や地方公共団体等の行う事業に対する協力や支援、地方公共団体の職員
等を対象とした情報、意見交換会の開催などが考えられます。
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任者の残任期間とする。
2 前条第1項第2号の議員は、再任されることができる。
（資料提出の要求等）
第27条　会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関
の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必
要な協力を求めることができる。
2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定す
る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。
（政令への委任）
第28条　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必
要な事項は、政令で定める。

男女共同参画会議の概要

①内閣府に設置（第21条関係）

「重要政策に関する会議」の一つ
②所掌事務（第22条関係）

○男女共同参画基本計画作成に当たり、内閣総理大臣に意見。
○内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的
な方針、基本的な政策及び重要事項の調査審議。
○上記に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に意見。
○以下に掲げる事項の処理。
・男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況の監視
・政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響についての調査
・必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に意見

③構成（第23条～第25条関係）

○議長（内閣官房長官）
○議員
・各省大臣等（内閣総理大臣の指定する国務大臣）

⇒12名（各省大臣、国家公安委員会委員長）
・学識経験者（内閣総理大臣が任命）

⇒12名
④専門委員･専門調査会（男女共同参画会議令第1条･第2条関係）

○専門委員
専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから内閣総理大臣が任命。
○専門調査会
会議の議決により設置、議長の指名する議員・専門委員が属する。
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（参考）

男女共同参画会議令（平成12年政令第259号）

内閣は、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）第28条の規定に基づき、こ
の政令を制定する。

（専門委員）
第1条　内閣総理大臣は、専門の事頂を調査させるため必要があるときは、男女共同参画
会議（以下「会議」という。）の意見を聴いて、会議に専門委員を置くことができる。
2 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、内閣総理大臣が
任命する。

3 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解
任されるものとする。

4 専門委員は、非常勤とする。

（専門調査会）
第2条　会議は、その議決により、専門調査会を置くことができる。
2 専門調査会に属すべき者は、専門委員のうちから、議長が指名する。ただし、議長は、
必要があると認める場合は、専門調査会に属すべき者として議員を指名することができ
る。
3 専門調査会は、その設置に係る調査が終了したときは、廃止されるものとする。

（庶務）
第3条　会議の庶務は、内閣府男女共同参画局総務課において処理する。

（雑則）
第4条　この政令に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に関し必要な事項は、
議長が会議に諮って定める。

附則
この政令は内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行の日（平成
13年1月6日）から施行する。

男女共同参画社会基本法の概要
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男女共同参画会議議員名簿 

平成17年12月16日現在 

議　長 安倍　晋三 内閣官房長官 

議　員 竹中　平蔵 総務大臣 

　同 杉浦　正健 法務大臣 

　同 麻生　太郎 外務大臣 

　同 谷垣　禎一 財務大臣 

　同 小坂　憲次 文部科学大臣 

　同 川崎　二郎 厚生労働大臣 

　同 中川　昭一 農林水産大臣 

　同 二階　俊博 経済産業大臣 

　同 北側　一雄 国土交通大臣 

　同 小池　百合子 環境大臣 

　同 沓掛　哲男 国家公安委員会委員長 

　同 猪口　邦子 内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画） 

　同 内永　ゆか子 日本アイ・ビー・エム株式会社取締役専務執行役員 

　同 大橋　光博 西京銀行頭取 

　同 鹿嶋　敬 実践女子大学教授 

　同 片山　善博 鳥取県知事 

　同 住田　裕子 弁護士、獨協大学特任教授 

　同 袖井　孝子 お茶の水女子大学名誉教授 

　同 橘木　俊詔 京都大学教授 

　同 林　誠子 日本労働組合総連合会参与 

　同 原　ひろ子 城西国際大学大学院客員教授、お茶の水女子大学名誉教授 

　同 古川　貞二郎 社会福祉法人恩賜財団　母子愛育会理事長 

　同 八代　尚宏 国際基督教大学教授 

　同 山口　みつ子 財団法人市川房枝記念会常務理事 
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男女共同参画基本計画（第2次）の概要

平成17年12月27日、男女共同参画社会基本法に基づき、男女共同参画基本
計画（第2次）が閣議決定されました。
平成16年7月、小泉総理大臣より男女共同参画会議に対し、男女共同参画基本計画の改定に当
たっての基本的な考え方について諮問が行われました。
この諮問を受け、男女共同参画会議では「男女共同参画基本計画に関する専門調査会」及び「女
性に対する暴力に関する専門調査会」において、関係府省ヒアリング及び討議が重ねられました。
平成17年5月には中間整理をとりまとめ公表し、地方公聴会の開催、国民からの意見募集の実
施を経てさらに審議が重ねられ、7月に両専門調査会から男女共同参画会議への報告、男女共同参
画会議から小泉総理大臣への「男女共同参画基本計画改定に当たっての基本的な考え方―男女が
ともに輝く社会へ―」の答申がなされました。
この答申を踏まえ、政府において基本計画の改定案を策定し、平成17年12月に改定案について
小泉総理大臣より男女共同参画会議に諮問、7月の答申の趣旨に概ね沿うものであり、妥当である
との答申をいただき、閣議決定を行いました。

第1部　基本的考え方

男女共同参画社会として目指すべき社会の将来像、男女共同参画基本計画の基本的考え方と経緯等、
男女共同参画基本計画（第2次）の構成と重点事項について
計画の対象期間 施策の基本的方向…平成32年（西暦2020年）までを見通した長期的な施策の方向性

具体的施策…平成22年（西暦2010年）度末までに実施する具体的施策

○男女共同参画基本計画（第2次）の重点事項
①　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
・2020年までに、指導的地位に女性が占める割合が少なくとも30％になるよう期待し、各分野
の取組を推進。

②　女性のチャレンジ支援
・一旦家庭に入った女性の再チャレンジ（再就職、起業等）支援策を充実。

③　男女雇用機会均等の推進
④　仕事と家庭・地域生活の両立支援と働き方の見直し
・男性も含めた働き方の見直しを大幅かつ具体的に推進。

⑤　新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進
・（1）科学技術、（2）防災（災害復興を含む）、（3）地域おこし・まちづくり・観光、（4）環境

⑥　男女の性差に応じた的確な医療の推進
⑦　男性にとっての男女共同参画社会の意義等を重視した広報・啓発
⑧　男女平等を推進する教育・学習の充実
⑨　女性に対するあらゆる暴力の根絶
・被害者の保護や支援等の施策の推進。
・女性に対する暴力の予防のための対策の推進。

⑩　あらゆる分野において男女共同参画の視点に立って関連施策を立案・実施。
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1．政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

（1）国の政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
平成15年の「2020年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも30％程度になるよう期待する。」
との男女共同参画推進本部決定に従い、国の政策・方針決定過程への女性の参画を進める。国の審議会等の
女性委員割合の向上に引き続き取り組むとともに、常勤の国家公務員への短時間勤務制度の導入、女性国家
公務員の採用・登用、仕事と家庭の両立支援等を促進する。

（2）地方公共団体等における取組の支援、協力要請
地方公共団体における、審議会等委員や公務員への女性の登用の更なる推進のための支援・協力要請を行
う。

（3）企業、教育・研究機関、その他各種機関・団体等の取組の支援
政治、経済、社会、文化などの分野における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大について広く協力
要請を行う。また、積極的改善措置（ポジティブ・アクション）に自主的に取り組むことを奨励する。

（4）調査の実施及び情報・資料の収集、提供
女性の参画に関し定期的に調査・分析を行うとともに、積極的改善措置について、実効性ある措置の具体
化を検討、推進する。女性の人材に関する情報提供を実施する。

2．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革

（1）男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し
政府の施策及び社会制度・慣行が男女に実質的にどのような影響を与えるかなど、男女共同参画社会の形
成に与える影響についての調査を更に進める。また、男女の社会（家庭を含む。）における活動の選択に対し
て中立的に働くよう、社会制度・慣行について必要に応じて見直しを行う。

（2）国民的広がりを持った広報・啓発活動の展開
男女共同参画に関する認識を深め、定着させるための広報・啓発活動を積極的に展開する。その際、男女
共同参画社会の形成の男性にとっての意義と責任や、地域・家庭等への男性の参画を重視した広報・啓発活
動を展開する。
男女共同参画の理念や「社会的性別」（ジェンダー）の視点（＊）の定義について、誤解の解消に努め、ま

た、恣意的運用・解釈が行われないよう、わかりやすい広報・啓発活動を進める。
男女共同参画に関する認識を深め、社会的性別の視点を定着させ、職場・家庭・地域における様々な慣
習・慣行の見直しを進めること等を目的として、広報・啓発活動を展開する。

＊「社会的性別」（ジェンダー）の視点：
1．人間には生まれついての生物学的性別（セックス/sex）がある。一方、社会通念や慣習の中には、社会によって
作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的性別」（ジェンダー/gender）
という。「社会的性別」は、それ自体に良い、悪いの価値を含むものではなく、国際的にも使われている。
「社会的性別の視点」とは、「社会的性別」が性差別、性別による固定的役割分担、偏見等につながっている場
合もあり、これらが社会的に作られたものであることを意識していこうとするものである。
このように、「社会的性別の視点」でとらえられる対象には、性差別、性別による固定的役割分担及び偏見等、

男女共同参画社会の形成を阻害すると考えられるものがある。その一方で、対象の中には、男女共同参画社会の
形成を阻害しないと考えられるものもあり、このようなものまで見直しを行おうとするものではない。社会制

男女の社会（家庭を含む。）における活動の選択に対して中立的に働くような制度構築が大きな課題とな
っている。少子・高齢化、国際化、高度情報化の進展等我が国の社会経済の急速な変化に対応するため、
様々な社会制度・慣行の見直しが行われる中で、男女共同参画の視点に立ってその見直しを行う。

政策・方針決定過程への女性の参画の促進について国が率先して取組を進める。地方公共団体、企業、
各種機関・団体に対しても広く呼びかけ、その取組を支援する。

第2部　施策の基本的方向と具体的施策
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度・慣行の見直しを行う際には、社会的な合意を得ながら進める必要がある。
2．「ジェンダー・フリー」という用語を使用して、性差を否定したり、男らしさ、女らしさや男女の区別をなくし
て人間の中性化を目指すこと、また、家族やひな祭り等の伝統文化を否定することは、国民が求める男女共同参
画社会とは異なる。例えば、児童生徒の発達段階を踏まえない行き過ぎた性教育、男女同室着替え、男女同室宿
泊、男女混合騎馬戦等の事例は極めて非常識である。また、公共の施設におけるトイレの男女別色表示を同色に
することは、男女共同参画の趣旨から導き出されるものではない。
上記1．2．について、国は、計画期間中に広く国民に周知徹底する。

（3）法律・制度の理解促進及び相談の充実
法律・制度の理解の促進を図るとともに、政府の施策に対する苦情の処理や人権が侵害された場合の被害

者救済の体制を活用し、相談体制の充実を図る。

（4）男女共同参画にかかわる調査研究、情報の収集・整備・提供
男女共同参画社会の形成に関する総合的・基本的な課題について、調査研究を進める。統計情報等につき、

可能な限り、個人、世帯員、従業者、利用者等の性別データを把握する。

3．雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

（1）雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対策の推進
男女雇用機会均等法に基づく行政指導により男女の均等な機会と待遇の確保の徹底を図る。また、企業に

おけるポジティブ・アクション促進のための施策等を積極的に展開する。さらに、職場におけるセクシュア
ル・ハラスメント防止対策の徹底を図る。

（2）母性健康管理対策の推進
妊娠中及び出産後も継続して働き続ける者が増加しており、これら女性労働者が引き続きその能力を十分

に発揮する機会を確保するための環境を整備する。

（3）女性の能力発揮促進のための援助
女性労働者の適切な職業選択を促すための意識啓発、情報提供、能力開発等の施策を積極的に推進する。

特に、「女性の再チャレンジ支援プラン」を踏まえ、再就職に向けた支援を充実する。育児等を理由に離職し
た者が再就職する場合に、正社員も含めて門戸が広がるよう、企業等の積極的な取組を促す。

（4）多様な就業ニーズを踏まえた雇用環境の整備
労働者が多様でかつ柔軟な働き方を選択でき、それぞれの職務や能力に応じた適正な処遇・労働条件が確

保されることは重要な課題であり、短時間正社員等質の高い雇用形態を普及していく。また、パートタイム
労働者の雇用管理の改善については、今後とも必要な法的措置が着実に行われていくべきという前提の下に、
多様な働き方の雇用の質の向上のための施策を推進する。

（5）起業支援等雇用以外の就業環境の整備
女性を含めた起業支援策の充実を図る。また、在宅就業等雇用以外の働き方も多様化が進んでいることか

ら、その就業環境の整備を図る。

4．活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の確立

（1）あらゆる場における意識と行動の変革
農山漁村の女性の地位向上に向けた啓発活動等を行うとともに、統計情報等の収集・整備を行う。また、

男女を問わず、食育を推進する。

（2）政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
都道府県における女性の参画目標を踏まえ、市町村・農業協同組合等地域におけるより具体的な目標設定

持続的な農林水産業の発展と活力ある農山漁村の実現に資するため、女性の社会参画及び経営参画の促
進等、農山漁村における男女共同参画の確立に向けた総合的な施策の推進に努める。

雇用、起業等の分野において女性が男性と均等な機会の下で、一層活躍できる状況を実現し、安心して
働き生活できるよう、施策を積極的に展開する。
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を加速化する。また、参画目標の達成に向けたフォローアップの強化等を推進する。さらに、登用後のサポ
ート体制の強化を図る。

（3）女性の経済的地位の向上と就業条件・環境の整備
農業就業人口の約6割を占めるなど、農山漁村社会で重要な役割を果たしている女性の経営上の位置付け
を明確化する。また、新規参入を含めた農林水産業の経営及び関連する起業活動等への女性の一層の参画の
ための環境整備を進める。これらの課題を効果的に推進するため、家族経営協定や農林漁業経営の法人化な
どの具体的な手法の普及拡大・有効活用を図る。

（4）女性が住みやすく活動しやすい環境づくり
住みやすくいきいきと活動しやすい環境づくりを推進する。特に、労働、家事・育児・介護等の負担をよ
り多く担っている女性の負担を軽減するための施策を推進する。また、農林水産業・農山漁村に関心のある
都市の人々が就業・定住しやすい環境づくりを進める。

（5）高齢者が安心して活動し、暮らせる条件の整備

介護を行う女性の負担を軽減するためのヘルパー制度を始め各般の施策を進める。また、農山漁村
の男女が平等な立場で高齢期を安心して迎えられる環境を整備する。

5．男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援

（1）仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し
男女が安心して子どもを産み育て、家族としての責任を果たすことができる社会を形成していくことは重
要である。仕事と育児・介護等の両立に関する意識啓発を進める。特に男性が家庭生活に積極的に参画する
ことができるような環境整備を進める。また、働き方の見直しを大幅に進め、育児・介護休業を取得しやす
く職場復帰しやすい環境の整備、及び育児や家族の介護を行う労働者が働き続けやすい環境の整備を進める。

（2）多様なライフスタイルに対応した子育て支援策の充実
「少子化社会対策大綱」及び「子ども・子育て応援プラン」におけるすべての親子に対する子育て支援策等
に沿って、多様な需要に対応した保育サービスの整備、子育ての孤立化や不安の解消を図るための相談・支
援体制の充実等すべての子育て家庭の支援に努める。

（3）家庭生活、地域社会への男女の共同参画の促進
地域社会への男女の積極的な参画の促進を図る。また、ボランティア、NPOなどによる活動を通じて、各
種の地域活動へ男女が共に積極的に参画できる方策の充実を図る。

6．高齢者等が安心して暮らせる条件の整備

（1）高齢者の社会参画に対する支援
高齢者の社会参画の機会の提供や環境の整備を図る。特に高齢者が長年培った技能、経験等を活用し、高
齢者が意欲と能力に応じて働き続けることができる社会を実現するための施策を推進する。

（2）高齢者が安心して暮らせる介護体制の構築
介護の負担を女性に集中することなく、社会全体で支える仕組みとして創設された介護保険制度を着実に
実施していく必要がある。また、介護サービス基盤の質・量両面にわたる整備を進めるとともに、高齢者が
安心して暮らせる介護体制の構築を図る。

（3）高齢期の所得保障
若年期から老後に備える自助努力を支援するとともに、公的年金制度を始めとする各種の制度の維持安定

高齢者を社会全体で支えていく考え方に立った介護体制の整備を図るとともに、高齢者の経済的自立や
安全・安心を確保し、あわせて年齢や障害の有無にかかわらず、男女がいきいきと安心して暮らせる社会
を目指す。

仕事と家庭生活の両立支援を進め、働き方の見直しを大幅に進めるとともに、家庭、地域社会における男
女共同参画を進め、男女が共に職業生活と家庭生活、地域生活等を両立することができる基盤を整備する。
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に努める。

（4）障害者の自立した生活の支援
「ノーマライゼーション」の理念に基づいた社会を構築し、「完全参加と平等」の実現を目指す。その際、
障害のある男女それぞれへの配慮を重視する。

（5）高齢者及び障害者の自立を容易にする社会基盤の整備
社会基盤の整備に当たって、日常的に利用する女性や高齢者、障害者等のニーズが十分に反映されるよう

努める。

7．女性に対するあらゆる暴力の根絶

（1）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり
暴力を予防し、容認しない社会の実現を目指し、広報啓発活動を一層推進する。加害者については、矯正

処遇、社会内処遇の充実・強化を図り、再犯防止に努める。

（2）配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進
配偶者暴力防止法を踏まえ、保護命令制度の適切な運用の実現や被害者の自立支援等の施策を進める。ま

た、配偶者からの暴力は児童虐待と関連が深いことにも留意する。

（3）性犯罪への対策の推進
加害者の責任を厳正に追及するとともに、被害者が安心して被害を届け出ることができる環境づくり等の

性犯罪の潜在化防止に向けた施策を推進する。被害者が心理的外傷等心身に深い傷を負っていること等に十
分配慮し、その被害を回復するための施策の充実に努める。

（4）売買春への対策の推進
国際的動向にも配意しつつ、関係法令の厳正な運用を行い、取締りを強化するとともに、売買春の被害か

らの女性の保護や社会復帰支援のための取組を進める。

（5）人身取引への対策の推進
人身取引の防止及び撲滅と被害者の保護のため、刑罰法令の厳正な運用とともに、被害者の保護の観点を

重視しつつ、総合的・包括的な対策を推進する。

（6）セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進
企業に対する周知啓発、指導を強化し、心理的なケアを必要とする者からの相談体制の充実を図る。また、

大学をはじめ教育機関等においても徹底した防止対策をとる。

（7）ストーカー行為等への対策の推進
関係機関が連携して被害者の立場に立った迅速かつ適切な対応・支援に努めるとともに、ストーカー規制

法の仕組み等について広報活動を推進する。

8．生涯を通じた女性の健康支援

（1）生涯を通じた女性の健康の保持増進
男女がその健康状態に応じて適切に自己管理を行うことができるようにするための健康教育、相談体制を

確立するとともに、性差に応じた的確な医療である性差医療を推進する。特に女性については、人生の各ス
テージに対応した適切な健康の保持増進ができるよう対策の推進を図る。また、スポーツ活動を通じた健康
の保持増進を図る。

（2）妊娠・出産等に関する健康支援
妊娠・出産期は女性の健康支援にとっての大きな節目であり、安心して安全に子どもを産むことができる

よう支援する。また、不妊に悩む男女が多いことから、その対策を推進する。

女性の生涯を通じた健康を支援するための総合的な対策の推進を図る。

女性に対する暴力を根絶するため、社会的認識の徹底等女性に対する暴力を根絶するための基盤整備を
行うとともに、暴力の形態に応じた幅広い取組を総合的に推進する。
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（3）健康をおびやかす問題についての対策の推進
HIV／エイズ及び性感染症の予防から治療までの総合的な対策を推進する。薬物乱用対策の強化を図る。
また、受動喫煙防止対策を徹底するとともに、健康被害に関する情報提供等対策を推進する。

9．メディアにおける男女共同参画の推進

（1）女性の人権を尊重した表現の推進のためのメディアの取組の支援等
メディアにおける方針決定過程への女性の参画が促進されるよう、メディアの自主的取組を促す。メディ
アが自主的に人権を尊重した表現や固定的な性別役割分担にとらわれることのない表現を行うよう促す。さ
らに、情報を主体的に読み解き、自ら発信する能力（メディア・リテラシー）の向上のための支援を積極的
に行う。また、女性が情報通信技術を十分活用できるよう支援を行う。

（2）国の行政機関の作成する広報・出版物等における性差別につながらない表現の促進
国の行政機関自らが行う公的広報等における表現が性別に基づく固定観念にとらわれないものとなるよう配
慮する。また、この点に関する地方公共団体や民間のメディアにおける自主的取組を奨励する。

10．男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実

（1）男女平等を推進する教育・学習
男女平等の理念を推進する教育・学習の一層の充実を図る。学校教育においては、発達段階に応じ、個人
の尊厳、男女平等に関する教育の充実に努める。このため、人権の尊重、男女の相互理解と協力の重要性、
家庭生活の大切さなどについて指導の充実を図る。社会教育においては、男女が生涯を通じて個人の尊厳と
男女平等の意識を高めるとともに、家庭生活の大切さを認識させるような学習機会の提供に努める。また、
これらの教育に携わる者が男女共同参画の理念を理解するよう、意識啓発等に努める。

（2）多様な選択を可能にする教育・学習機会の充実
女性の多様化、高度化した学習需要に対応し、女性のエンパワーメントに寄与するため、女性の生涯にわ
たる学習機会の充実、社会参画の促進のための施策を一層充実させる。また、男女共同参画の視点を踏まえ
た進路指導、就職指導に努める。その際、2000年のミレニアム国連総会で合意された、2015年までにすべて
の教育レベルにおける男女格差を解消することを達成目標としている「ミレニアム開発目標」の実現に努め
る。

11．地球社会の「平等・開発・平和」への貢献

（1）国際規範・基準の国内への取り入れ・浸透
女子差別撤廃条約を始めとする男女共同参画に関連の深い各種の条約や、「第4回世界女性会議」において

採択された「北京宣言及び行動綱領」並びに、国連特別総会「女性 2000年会議」において採択された「政治
宣言」及び「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ」、国際会議における議論等、
女性の地位向上のための国際的な規範や基準、取組の指針を社会一般に周知するとともに、積極的に国内に
取り入れるよう努める。

（2）地球社会の「平等・開発・平和」への貢献
政府開発援助（ODA）の実施については、「GAD（ジェンダーと開発）イニシアティブ」に基づき、男女

国内において、男女共同参画社会の実現に向けた国際的な取組の成果や経験をいかすための具体的行動
に努める。また、国際的には、男女共同参画社会の実現に向けた国連諸機関の諸活動への協力、開発途上
国への協力等を通じ、地球社会の「平等・開発・平和」に積極的に貢献する。

学校、家庭、地域、職場など社会のあらゆる分野において、男女平等を推進する教育・学習の充実を図
る。また、生涯学習社会の形成を促進するための施策を講じ、もって男女共同参画社会の形成を促進する。

メディアにおける人権の尊重を確保するため、メディア界における男女共同参画の推進を求め、人権に
配慮した表現についてのメディアの自主的取組を促しつつ、メディアの特性や技術革新に対応した実効あ
る対策を進める。
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共同参画の視点に立って援助政策を策定すること等を通じ、開発途上国のすべての分野における「ジェンダ
ー平等」・女性のエンパワーメントを目指す取組への支援を強化していく。また、これらを踏まえたODAの
有効な実施・監視体制を整備する。国際協力に携わる者のGADに関する認識の向上を促進する。内外の
NGOとの協力、連携を図りつつ取組を進める。

12．新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進

（1）科学技術
女性研究者の採用機会等の確保及び勤務環境の充実を促進するとともに、科学技術に係る政策・方針決定

過程への女性の参画割合を高める。また、理工系分野の人材育成の観点から、女子高校生等のこの分野への
進路選択を支援する。

（2）防災（災害復興を含む）
災害発生時の経験から、被災時には増大した家庭的責任が女性に集中するなどの問題が明らかになってお

り、防災（復興）対策は、男女のニーズの違いを把握して進める必要がある。これら被災・復興状況におけ
る女性をめぐる諸問題を解決するため、男女共同参画の視点を取り入れた防災（災害復興）体制を確立する。

（3）地域おこし、まちづくり、観光
地域の文化・産業を男性も女性も参画して新たな視点で見直し、地域おこし、まちづくりを進め、更には

それを基礎とした観光を通じて国内外の人々との交流を深めることで、地域の活性化、暮らしの改善を実現
する。地域おこし、まちづくり、観光に関する男女共同参画を更に推進する。

（4）環境
環境保全に関する女性の高い関心、豊かな知識や経験がより広くいかされるよう、女性の地位向上にかか

る施策などとあいまって、環境の分野において男女の共同参画を進める。

（主な数値目標）
1 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
・　社会のあらゆる分野において、2020年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも30％程度
になるよう期待する。そのため、政府は、民間に先行して積極的に女性の登用等に取り組むとともに、各
分野においてそれぞれ目標数値と達成期限を定めた自主的な取組が進められることを奨励する。

・　平成22年度頃までの政府全体としての採用者に占める女性の割合の目安として、国家公務員｡種試験の
事務系の区分試験（行政、法律、経済）については30％程度（平成17年度21.5％）、その他の試験につい
ては、｡種試験の事務系の区分試験の目標を踏まえつつ、試験毎の女性の採用に係る状況等も考慮して、
できる限りその割合を高めることを目標とする。

・　育児休業、介護休暇等の取得促進を図り、代替要員の確保に努めるとともに、各制度についての情報提
供と理解促進に努める。特に、育児休業については、育児休業取得率の社会全体での目標値（男性10％）
等を踏まえ、育児休業取得率の低い男性職員の所得率の向上を図る。（平成16年度0.9％）

・　国立大学協会報告書において策定した「2010年までに女性教員の割合を20％に引き上げる」という達成
目標も踏まえ、各国立大学法人における女性教員の割合向上などの取組を要請する。（平成10年度6.6％）

2 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革
・　「男女共同参画社会」という用語の周知度を平成22年までに100％にする。（平成16年52.5％）
3 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保
・　ポジティブ・アクションに取り組む企業の割合を平成21年度までに40％にする。（平成15年度29.5％）
・　就業人口に占めるテレワーカーの比率を平成22年までに20％にする。（平成14年6.1％）

5 男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援
・　概ね平成26年度までに育児休業取得率を男性10％、女性80％にすることを目指し、育児休業取得率の

科学技術、防災・災害復興、地域おこし、まちづくり、観光、環境の分野において男女共同参画を推進
し、各分野の新たな発展を期待する。本計画に掲げた分野を含むあらゆる分野において男女共同参画の視
点に立って関連施策を立案・実施し、男女共同参画社会の実現を目指す。
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向上を図る。（平成16年度男性0.56％、女性70.6％）
・　概ね平成26年度までに小学校就学の始期までの勤務時間短縮等の措置の普及率を25％にすることを目指
し、普及率の向上を図る。（平成16年度10.5％）
・　「待機児童ゼロ作戦」を推進し、待機児童50人以上の市町村を中心に、平成19年度までの3年間で集中
的に受入れ児童数の拡大を図り、平成21年度に215万人の受入れ児童数の拡大を図る。（平成16年度203万
人）

7 女性に対するあらゆる暴力の根絶
・　夫婦間における「平手で打つ」（平成15年73.4％）「なぐるふりをして、おどす」（平成15年56.3％）の
各行為について、暴力と認識する人の割合を100％に近づけることを目指す。

8 生涯を通じた女性の健康支援
・　成人の週1回以上のスポーツ実施率を平成22年度までに50％にする。（平成16年38.5％）
・　妊娠・出産について満足している者の割合を平成22年までに100％にする。（平成12年度84.4％）
10 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実
・　2000年のミレニアム国連総会で合意された、2015年までにすべての教育レベルにおける男女格差を解消
することを達成目標としている「ミレニアム開発目標」の実現に努める。

12 新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進
・　女性研究者の採用の促進を図るため、総合科学技術会議基本政策専門調査会の報告に示された目標値
（各研究組織毎に、当該分野の博士課程（後期）における女性割合等を踏まえつつ、自然科学系全体として
25％（理学系20％、工学系15％、農学系30％、保健系30％））を目安とし、各研究組織毎に、女性研究者
の採用の数値目標の設定、達成のための努力、達成状況の公開などが行われることを期待する。国は、各
大学や公的研究機関における取組状況や職階別の女性割合等を把握し、公表する。
・　消防団における女性の活躍を促進し、全国の女性消防団員を将来的に10万人以上にする。（平成16年1.3
万人）

1．国内本部機構の組織・機能等の拡充強化

（1）男女共同参画会議の機能発揮
男女共同参画会議がその機能を最大限に発揮するよう努める。また、男女共同参画基本計画に基づく施策
についての効果的かつ的確な監視、政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響についての調査を行
う。

（2）総合的な推進体制の整備・強化等
総合的見地から整合性のある諸施策を推進する。我が国の男女共同参画の現状、課題について常時把握し、
施策への反映を図る。

2．国の地方公共団体、NPO、NGOに対する支援、国民の理解を深めるための取組の強化
地方公共団体に対して、都道府県男女共同参画計画及び市町村男女共同参画計画の策定に当たって、情報
提供を行う。取り分け、市町村に対しては、計画の策定に資するよう、参考となる資料を作成、提供し、そ
の支援を図る。地方公共団体が男女共同参画社会の形成の促進に関する条例を制定しようとする場合、必要
に応じ、他の地方公共団体の状況を含め、適切な情報提供を行う。

3．女性のチャレンジ支援
様々な分野における、女性が政策・方針決定過程に参画し、活躍することを目指す「上へのチャレンジ」、
従来女性が少なかった分野に新たな活躍の場を広げる「横へのチャレンジ」、子育てや介護等でいったん仕事
を中断した女性の「再チャレンジ」を推進し、女性の新しい発想や多様な能力の活用により、女性が活躍し、
男性もゆとりのある生き方を目指す、暮らしの構造改革を実現するための総合的な支援策を講じる。このた
め、チャレンジしたい女性が必要な情報をいつでもどこでも入手することができるよう、情報提供システム
や人的ネットワークを構築する。

男女共同参画社会基本計画（第2次）の概要

第3部　計画の推進
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(有識者)

阿藤　　誠 早稲田大学人間科学学術院特任教授

池田　守男 株式会社資生堂取締役会長

江尻　美穂子 国連NGO国内婦人委員会委員長

大河原　愛子 株式会社ジェーシー・コムサ代表取締役会長

緒方　洋子 熊本県くまもと県民交流館顧問

金井　篤子 名古屋大学大学院教育発達科学研究科教授

北城　　太郎 日本アイ・ビー・エム株式会社代表取締役会長

北村　純子 弁護士

河野　栄子 株式会社リクルート特別顧問

國保　良江 東京新聞論説委員兼生活部記者

残間　里江子 株式会社キャンディッド・コミュニケーションズ代表取締役会長

篠塚　英子 お茶の水女子大学文教育学部教授

田波　耕治 国際協力銀行副総裁

グレン･S･フクシマ エアバス・ジャパン株式会社代表取締役社長

目黒　依子 上智大学総合人間科学部教授

山田　昌弘 東京学芸大学教育学部教授

男女共同参画推進連携会議（えがりてネットワーク）名簿（92名　50音順　平成17年9月8日現在）

(団体推薦)

財団法人あしたの日本を創る協会 理事 松田　宣子

社会福祉法人恩賜財団母子愛育会 愛育推進部長 岸本　節子

社団法人ガールスカウト日本連盟 会長 石井　直子

社団法人経済同友会 執行役（政策調査） 伊藤　清彦

公立大学協会（横浜市立大学国際総合科学部準教授） 小玉　亮子

独立行政法人国際協力機構　企画・調整部長 水上　正史

社団法人国際女性教育振興会 事務局長 矢崎　美恵子

国際ソロプチミストアメリカ日本東リジョン　経済的社会的開発委員会委員長 秋本　澄子

国際ロータリークラブ第2750地区2004～2005年度地区女性委員会委員長 杉本　由子

社団法人国立大学協会（名古屋大学大学院法学研究科教授）濱田　道代

JA全国女性組織協議会 事務局長 野口　洋子

主婦連合会 常任委員 奥　　利江

全国漁協女性部連絡協議会　事務局次長 道下　善明

社団法人全国建設業協会　常務理事 下永吉　優

全国高等学校長協会 事務局長 荒田　雅子

社団法人全国高等学校PTA連合会 副会長 二宮　久美

全国公立短期大学協会（大月短期大学長） 村越　洋子

全国国公立幼稚園長会 会長 酒井　幸子

全国市長会 総務部長 鶴見　　順

社会福祉法人全国社会福祉協議会 常務理事 松尾　武昌

全国女性税理士連盟 会長 小平　トミ

全国人権擁護委員連合会 理事 石原　典子

全国地域婦人団体連絡協議会 会長 中畔　都舍子

全国知事会 調査第二部長 関口　　勝

全国中小企業団体中央会　専務理事 成宮　　治

全国町村会 総務部長 山崎　和夫

全国都道府県教育委員会連合会 事務局長 宮川　雄司

全国婦人相談員連絡協議会 会長 原田　恵理子

財団法人全国防犯協会連合会 専務理事 松原　　洋

社団法人全国保護司連盟 常務理事 清水　義悳

全国幼稚園教育研究協議会 会長 塩　　美佐枝

全国林業研究グループ連絡協議会 副会長・女性会議代表 栗原　慶子

全国連合小学校長会 理事 大澤　正子

全日本私立幼稚園連合会 会長 三浦　貞子

全日本中学校長会　編集部幹事 山田　佳子

社団法人大学婦人協会　会長 今井　けい

社団法人テレコムサービス協会 事務局長 岸　　忠信

財団法人日本環境協会　専務理事 斉藤　照夫

社団法人日本看護協会 常任理事

財団法人日本キリスト教女子青年会 会計役員 実生　律子

財団法人日本キリスト教婦人矯風会 前会長 高橋　喜久江

財団法人日本グラウンドワーク協会　専務理事 金藏　法義

社団法人日本経済団体連合会　常務理事 紀陸　　孝

社団法人日本ケーブルテレビ連盟 理事長代行・専務理事 石橋　庸敏

社団法人日本建設業団体連合会　常務理事 加藤　隆治

社団法人日本広告業協会 専務理事 大畠　邦彦

日本更生保護女性連盟 副会長 桝野　文子

社団法人日本雑誌協会 事務局長兼専務理事 勝見　亮助

社団法人日本住宅協会 事務局長 藤本　　秀

社団法人日本女医会 理事 松井　ひろみ

日本商工会議所・全国商工会議所女性会連合会　会長 齋藤　朝子

財団法人日本食生活協会　理事・指導部長 上谷　津子

日本女性薬剤師会 会長 近藤　芳子

社団法人日本書籍出版協会 専務理事 山下　　正

日本女性科学者の会 会長 佐々木　政子

日本女性法律家協会　副会長 山田　攝子

日本私立大学団体連合会（日本女子大学学長・理事長） 後藤　祥子

日本私立短期大学協会　顧問 関口　富左

社団法人日本新聞協会事務局次長兼総務部長 鳥居　元吉

日本生活協同組合連合会 理事・男女共同参画小委員会委員長 津村　明子

社団法人日本青年会議所　グローバルネットワーク委員会総括幹事 成島　真紀

日本青年団協議会　組織・教宣部長 小川　里津子

社団法人日本道路協会　専務理事兼事務局長 天目石　一也

日本汎太平洋東南アジア婦人協会 会長 野瀬　久美子

有限責任中間法人日本ヒーブ協議会 会長 三浦　千佳子

日本BPW連合会 前会長 平松　昌子

社団法人日本PTA全国協議会 専務理事 梅田　昭博

日本婦人有権者同盟 副代表 大槻　勲子

日本弁護士連合会　両性の平等に関する委員会委員 齊藤　　誠

日本放送協会 労務・人事室〔人事〕部長 木内　美明

社団法人日本民間放送連盟 役員待遇事務局長兼会長室長 工藤　俊一郎

日本労働組合総連合会 中央執行委員 吉原　喜久江

社団法人ニュービジネス協議会 理事・女性経営者委員会委員長 柳内　光子

社団法人農山漁村女性・生活活動支援協会　専務理事 田部　浩子

婦人国際平和自由連盟日本支部 会長 杉森　長子

財団法人ボーイスカウト日本連盟 常務理事 上島　真一郎
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国際婦人年以降の国内外の動き

●国際婦人年以降の男女共同参画推進本部（婦人問題企画推進本部）に関する国内外の動き

国　連　の　動　き 日　本　の　動　き

1975年（昭和50年）
国際婦人年（目標：平等、発展、平和）
国際婦人年世界会議（メキシコシティ）「世界
行動計画」採択

婦人問題企画推進本部設置
婦人問題企画推進会議開催

国
連
婦
人
の
十
年

1977年(昭和52年) 「国内行動計画」策定

1979年(昭和54年) 国連第34回総会「女子差別撤廃条約」採択

1980年(昭和55年)
「国連婦人の十年」中間年世界会議（コペンハ
ーゲン）「国連婦人の十年後半期行動プログラ
ム」採択

1981年(昭和56年) 「国内行動計画後期重点目標」策定

1985年(昭和60年)
「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議（西暦
2000年に向けての）「婦人の地位向上のための
ナイロビ将来戦略」採択

「国籍法」の改正
「男女雇用機会均等法」の公布
「女子差別撤廃条約」批准

1986年（昭和61年)
婦人問題企画推進本部拡充：構成を全省庁に拡
大、婦人問題企画推進有識者会議開催

1987年（昭和62年） 「西暦2000年に向けての新国内行動計画」策定

1990年（平成2年）

国連婦人の地位委員会拡大会期
国連経済社会理事会「婦人の地位向上のための
ナイロビ将来戦略に関する第１回見直しと評価
に伴う勧告及び結論」採択

1991年（平成3年） 「育児休業法」の公布

1994年（平成6年）
男女共同参画室設置
男女共同参画審議会設置（政令）
男女共同参画推進本部設置

1995年（平成7年）
第４回世界女性会議－平等、開発、平和のため
の行動(北京)「北京宣言及び行動綱領」採択

「育児休業法」の改正（介護休業制度の法制化）

1996年（平成8年）
男女共同参画推進連携会議（えがりてネットワ
ーク）発足
「男女共同参画2000年プラン」策定

1997年（平成9年）
男女共同参画審議会設置（法律）
「男女雇用機会均等法」改正
「介護保険法」公布

1999年（平成11年）
「男女共同参画社会基本法」公布、施行
「食料・農業・農村基本法」公布、施行

2000年（平成12年） 国連特別総会「女性2000年会議」（ニューヨーク）「男女共同参画基本計画」策定

2001年（平成13年）

男女共同参画会議設置
男女共同参画局設置
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に
関する法律」施行
第１回男女共同参画週間
閣議決定「仕事と子育ての両立支援策の方針に
ついて」

2002年（平成14年）
アフガニスタンの女性支援に関する懇談会開催
男女共同参画会議決定「配偶者暴力防止法」、
「平成13年度監視」、「苦情処理等システム」

1976

1985

～

2004年（平成16年）

男女共同参画推進本部決定「女性国家公務員の
採用・登用の拡大等について」
男女共同参画社会の将来像検討会報告書取りまとめ
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す
る法律」の改正及び同法に基づく基本方針の策定

2003年（平成15年）

男女共同参画推進本部決定「女性のチャレンジ
支援策の推進について」
男女共同参画社会の将来像検討会開催
第4回・5回女子差別撤廃条約実施状況報告審議

2005年（平成17年） 第49回国連婦人の地位委員会
（国連「北京＋10」世界閣僚級会合）（ニューヨーク）「男女共同参画基本計画（第2次）」策定




